
第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）

番号 項目（施策名など） 委員名 意見 趣旨、理由など 対応 見直し素案（修正前） 見直し素案（修正案）※緑字 担当課

1 計画全般 橋本委員 市民意識調査の回収率はどのくらいか。
成果指標の数値の根拠となるよう、どの程度の意
識調査をされたかが必要となる。

配布数は5,000件に対し、回収数は1,576件であ
り、回収率は31.5％である。

＜資料３－別紙１＞

⇒ 企画政策課

2 計画全般 中尾委員

市民意向調査の回収率は31.5％だが、他の市町村
に比べて、高いのか、低いのか。約3分の2の市民
が提出されてないということは、それだけ意識が
低いと捉えてよいものか。

全国的に見ると、郵送による回収は概ね25％から
30％強であるため、郵送による調査としては妥当
な数値と認識している。富士町で交通体系のアン
ケートを自治会にお願いした場合で60％から
70％、一軒一軒を訪問する悉皆調査で80％から
90％程である。

⇒ 企画政策課

3 計画全般
パブリック
コメント

市民意向調査の結果だけでなく、「なぜそう感じ
たのか」その原因や理由を把握して、市の政策に
生かすべきではないか。

市民意向調査の結果を指標としている項目が多い
が、「なぜそう感じたのか」その原因や理由が大
切と思う。指標を把握するためだけのアンケート
では意味がない。

36施策の重要度及び満足度をお聞きする設問にお
いて、全ての施策毎に自由記述欄を設けており、
そこで、各施策に対する要望やご意見等を回答し
ていただいている。回答結果は集約した上で全庁
に共有し、各施策統括責任課において施策の見直
しや改善に活用している。

⇒ 企画政策課

4 計画全般
パブリック
コメント

成果目標を達成するために、佐賀市が何をするの
かが抽象的にしか記載されていない。具体的に記
載すべきではないか？

成果目標を達成するための働きかけの具体的な内
容、規模、スケジュールなどがわからない。

総合計画は、市政全般における長期的なまちづく
りの基本的な方向性を示した「まちづくりの指
針」として策定している。各分野における成果指
標の具体的な内容については、各個別計画の中で
整理し、取組を進めている。

⇒ 企画政策課

5 計画全般 戸田委員

成果指標として市民意向調査の結果が多く用いら
れているが、当初策定時から市民意向調査を積極
的に使うという方針だったのか。市民意向調査の
結果をグラフ化して掲載しておられるのはとても
良いことだと思うが、他に利用可能な指標がある
場合は市民アンケートではない指標も使った方が
よいのではと考える。

市民意識をはかるアンケートは重要な指標の一つ
と考えている。利用可能な指標がある場合は、社
会潮流の変化も踏まえながら、施策ごとに検討を
行い、客観的な指標の追加や置換を行ったところ
であり、適宜修正等は可能と考えている。

⇒ 企画政策課

6 計画全般 戸田委員

計画策定時の基準値を生かし「基準値（2013）」
「現在（2018）」「将来　目標値（2024）」とす
るか、基準値は変ったとし「（2013）」「現在
基準値（2018）」「将来　目標値（2024）」とで
きないか。

成果指標と目標値の表の「基準値（2013）」とい
う表現はわかりにくい。改定前のように目標値が
並ぶのはわかるが、基準値が2つ並んでしまうのは
説明が必要と感じる。ただし、計画策定時の基準
値を掲載する意義は大きいと思う。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。
「　　　基準値（2013）」
「現在　基準値（2018）」
「将来　目標値（2024）」

⇒
「2013策定時　基準値」
「2018 現在 　基準値」
「2024 将来 　目標値」

企画政策課

7 計画全般 三浦委員
社会潮流の変化について、基本計画に入る前段と
して、佐賀市の最大の課題が何かを示せないか。

社会潮流の変化は、日本全体、佐賀市に限らずど
この都市でも共通の社会情勢の変化と感じる。都
市間競争が非常に厳しい中、佐賀市として社会情
勢の変化の特に重要な課題を前段の部分で整理し
た方がよい。個別の政策に入るとそれぞれの課題
が出てくるが、一番重要な課題は何かをもとに、
具体的な基本計画に入ったほうが、市独自の新た
な取組というものが出てくるのではないか。

ここでは国を取り巻く大きな社会潮流として整理
しているが、市を取り巻く環境という意味でも基
本的には同様に捉えることができると考えてい
る。
その上で、ご指摘のとおり、市独自の視点で捉え
直すことが必要と思う。その意味で、今回、本市
の特徴を整理するために、野村総合研究所の成長
可能性都市分析の結果を活用し見直し案を整理し
ているところである。
何が重要な課題かという点では、「人口減少問題
への克服」「地域経済の活性化」という課題に対
して、まち・ひと・しごと創生総合戦略を、別
途、策定している。

＜資料３－別紙２＞

⇒ 企画政策課

8 計画全般 櫃本委員
人口減少の中、見直し案では現行より人口増に
なっています。その理由は何か。

もし、外国人材の増加であるならば、市民として
の理解や支援ニーズの促進だけでなく、行政の支
援もかなり必要になるのではと思う。

計画策定当初の推計に比して、転入転出が改善し
たことが要因である。なお、ご意見のとおり、在
住外国人の増加傾向も見られ、今後も続くと予想
されることから、「6-1参加と協働によるまちづく
り（多文化共生の推進）」の項目に、新たな取組
方針を加えたところである。

⇒ 企画政策課

9 計画全般 中野委員

【策定背景】
＜人口＞
少子・高齢化が進行する中、外国人の割合の推移
を示すなど、これからは必要ではないか。
＜産業＞
就業人口には外国人労働者の人口割合の推移を示
すとよいのではないか。

グローバル化の進展として海外からの観光客増え
ている中、2019年に出入国管理法が改正されて、
より外国人労働者が増えてくる。外国人労働者が
増えることでの先駆けた対策が多方面に必要にな
る。佐賀県でも外国人居住者への対応を充実させ
るために多方面で準備中だが佐賀市ではどうか。

人口や産業などの詳細な特徴は各施策の中で整理
して、今回の見直し検討を行ったところである。
外国人の割合が人口、就業ともに増加がしている
ことから、ゴミや防災に関する多言語化などを進
めており、「6-1参加と協働によるまちづくり（多
文化共生の推進）」の項目に新たな取組方針を加
えたところである。ご意見のとおり、多方面にわ
たり対応が必要になることが想定されることか
ら、他施策と連携しながら、その充実を図ってい
きたい。

＜資料３－別紙５＞

⇒ 企画政策課

【赤字】事務局にて当初見直した内容（諮問）

【青字】審議会等の意見を踏まえ見直した内容（途中）

【緑字】審議会等の意見を踏まえ見直した内容（最終・答申）
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第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）

番号 項目（施策名など） 委員名 意見 趣旨、理由など 対応 見直し素案（修正前） 見直し素案（修正案）※緑字 担当課

10 計画全般

金子委員

五十嵐委員

5-4自ら学ぶ生涯学習の推進において、成果指標が
2013年度の数値や当初予定の目標値よりも下がっ
ているのに、2024目標値は現状どおりとなってい
るが、目標を達成する見込みはあるのか。
他の施策においても同様のものがあるのか。

現在の達成状況が非常に低いが、目標値は当初の
ままとなっている。目標値を変えないのであれ
ば、取組に何らかの追加記載が必要ではないか。

【2-2安全で美しい河川環境の適切な管理】
「2-2-2水辺空間の保全」にある、市民との協働に
よる河川水路の清掃活動を推進することで、河川
清掃参加者数の増加を図る。身近な水路に清掃活
動を通じ関わることで、水辺空間に親しみを感じ
る市民の割合を増加させる。今後の取組について
は佐賀市水対策市民会議で検討している。

⇒ 河川砂防課

【3-4健康づくりの推進と保健・医療の連携】
佐賀市健康づくり計画でも「生活習慣病の発症予
防と重症化予防」を基本的方向としており、特定
健診後の「健診結果説明会」の充実、更には健診
結果を市民が生かせるようわかりやすい個別指導
の取組の強化を図る。これらにより、目標は変え
ずに「3-4-1自主的な健康づくりの支援」の（市民
が自ら健康づくりに取り組む意識の向上）と、
「3-4-2疾病の予防と早期発見」の（健康診査と
フォローの充実）をさらに進めていく。

⇒ 健康づくり課

【3-5自立を支える生活福祉の充実】
それぞれの生活保護受給者では、障害や傷病の程
度が異なり、それぞれの状態に応じた支援を行う
必要がある。専門的な支援ができるハローワーク
などとも連携し、収入増を図る。

■取組方針
3-5-1適正扶助の推進
生活保護世帯ごとの実態の的確な把握と、実情に
即した相談･支援体制の構築により、その困窮の程
度に応じ、必要な保護を行い、最低限度の生活を
保障するよう努めます。また、適切な助言や支援
を行うため、ケースワーカーや相談員の専門性の
向上を図ります。

⇒

■取組方針
3-5-1適正扶助の推進
生活保護世帯ごとの実態の的確な把握と、実情に
即した相談･支援体制の構築により、その困窮の程
度に応じ、必要な保護を行い、最低限度の生活を
保障するよう努めます。また、適切な助言や支援
を行うため、ケースワーカーや相談員の専門性の
向上や関係機関等との連携を図ります。

生活福祉課

【4-1地球にやさしい低炭素社会の構築】
昨年度策定した「第2次佐賀市地球温暖化対策実行
計画（区域施策編）」において市の温暖化対策の
方針・目標を定めたところである。目標達成に向
けて、市民・事業者・行政等が協働して取り組む
必要があり、市民への啓発のため、今年度の市報
で毎月温暖化に関する情報を掲載している。
また市民・事業所等を対象とした学習会を予定し
ており、温暖化対策は環境面だけの問題ではな
く、経済・社会面とも深く関連していること、環
境配慮が経済効果につながることなどを学ぶ機会
を提供する。

⇒ 環境政策課

【5-2就学前からの教育の充実】
幼稚園などの円滑な運営、振興に努めるととも
に、0歳から義務教育修了時の15歳までの「子ども
の育ち」を念頭に入れ、保育・教育の内容を充実
させるよう取り組んでいく。

⇒ 教育総務課

【5-4自ら学ぶ生涯学習の推進】
学ぶ意欲はあるが、仕事や家事が忙しくて時間が
ない現役世代や学ぶきっかけがつかめない高年齢
層など、学習の機会に結びついていない地域住民
に対して、より効果的に学習機会を提供する。
具体的には、公民館において、従来の広報誌や地
チラシに加えSNS等を活用した効果的な情報発信を
行ったり、魅力的かつ、気軽に参加しやすい講
座・事業や、住民ニーズや社会的課題を的確に捉
えた講座・事業等の企画立案などに注力してい
く。
図書館については、市民が生涯にわたって自主的
な学習を行うための情報や資料等を整備し、市民
ニーズに沿った運営を行う。

■取組方針
5-4-1 多様な学習機会の提供
県や大学等との相互連携と役割分担により、生涯
にわたって自己啓発に取り組むことができるよ
う、学習機会の充実を図ります。
公民館 等 においては様々な地域資源の発掘・活用
などに努め、活動や学び合いを通じて得た成果が
まちづくり活動などにつながるような生涯学習を
推進します。また、図書館が担う役割を明確に
し、利用価値を高めていきます。

⇒

■取組方針
5-4-1 多様な学習機会の提供
県や大学等との相互連携と役割分担により、生涯
にわたって自己啓発に取り組むことができるよ
う、学習機会の充実を図ります。
公民館 等 においては様々な地域資源の発掘・活用
などに努め、活動や学び合いを通じて得た成果が
まちづくり活動などにつながるような生涯学習を
推進 します するとともに、SNS等を活用した効果
的な情報発信の実施、住民ニーズや社会的課題を
的確に捉えた気軽で参加しやすい講座・事業等に
取り組みます。
また、図書館については、市民が生涯にわたって
自主的な学習を行うための情報や資料等を整備
し、市民ニーズに沿った運営を行います。 が担う
 役割を明確にし、利用価値を高めていきます。

社会教育課

【6-1参加と協働によるまちづくり】
取り組み方針にある、市民活動団体の活動拠点や
情報の提供、人材育成に加え、市民活動に関する
各種相談支援等の充実により、市民活動団体の登
録数の増加に寄与していきます。

■取組方針
6-1-3市民活動団体への支援
市民活動団体の自主的な活動を促進するため、活
動拠点や情報を提供するとともに、人材育成や 啓
 発 相談支援等を進め、より活動しやすい環境の整
備などの支援を行います。

⇒ 協働推進課

【7-3職員の資質向上による業務執行体制の充実】
職員アンケート等を通して、職員の人材育成に関
する現状と課題、要望等を分析し、職員の資質向
上を図る上で有効な研修を実施していく。

■取組方針
7-3-1職員の資質の向上
職員一人ひとりがその資質を高め、十分に能力を
発揮できるよう人材育成を進めます。

⇒

■取組方針
7-3-1職員の資質の向上
職員一人ひとりがその資質を高め、十分に能力を
発揮できるよう、職員の意見を取り入れながら、
人材育成に最も有効である「職場内研修（OJT）」
を強化するとともに、「職場外研修（Off-JT）」
を随時見直しながら実施していくこと等により、
人材育成を進めます。

人事課
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第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）

番号 項目（施策名など） 委員名 意見 趣旨、理由など 対応 見直し素案（修正前） 見直し素案（修正案）※緑字 担当課

11 計画全般 橋本委員

今回の見直し案の中に「ＳＤＧｓ」の理念や考え
方を盛り込むべきではないか。すべては難しくて
もここが、１７の目標のここに該当する等を明示
するべきではないか。
優先的に取り組む目標・ターゲットの検討とビ
ジョンの策定等が必要ではないか。

人口減少、高齢化等の課題を客観的に分析し、
2030年には、どのような姿になるのか等が、ＳＤ
Ｇｓの基本理念であり、まさに佐賀市が抱える課
題である。ローカルな課題とグローバルな課題の
双方に取組む理念は、佐賀市の総合計画には欠か
せない。気候変動問題の根幹は、経済の問題も欠
かせない。ラムサールにおけるワイズユースの考
え方と同じで、環境と経済活動のバランスが重要
となっているなど、部門を超えた見直しも重要で
ある。

ＳＤＧｓは、総合計画を見直しを検討するにあた
り、必要な視点の１つと認識しており、社会潮流
の２項目目（後半３行）にその内容を記載をして
いる。総合計画を進めることがＳＤＧｓを進めて
いくことにつながるよう、各分野ごとにその理念
や考え方を取り入れることで見直しを検討してお
り、ＳＤＧｓ１７ゴールと総合計画３６施策との
関連を整理している。

＜資料３－別紙４＞

⇒ 企画政策課

12 計画全般 櫃本委員
ＳＤＧｓの17ゴールのロゴマークを総合計画の章
の中に入れることは可能か。

今、いろんなところでＳＤＧｓのマークを入れて
いるところが多いと思うが、そういったことは可
能か。環境だけの分野だけではなく、社会とか経
済も入っているので、それぞれの17のターゲット
の見た目の問題であるが、ターゲットのマークを
入れるということなどは可能だったりするのか。

13 計画全般 橋本委員

第2次佐賀市総合計画は、10年間の計画であり、最
終年度は、2025年である。ＳＤＧｓの目標達成年
度は、2030年である。ほぼ近い目標達成年度であ
り、具体的ターゲットで構成されている。これを
短期間で、総合計画の各分野に盛り込むことは、
難しいと思える。そこで、資料編として、ＳＤＧ
ｓを掲げ、市民も企業も国際的大きなうねりを感
じて欲しい。理念だけ掲げるのではなく身近な具
体的事例を参考に提示する必要があると思う。例
えば、廃プラスチックの問題は、消費生活から、
食品問題そして海洋汚染と国際的な課題にもつな
がり、環境・経済・社会生活に関連する。

ゴール１２：持続可能な消費と生産パターンの確
保
・天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用の
達成
・食料の廃棄を半減させ、食品ロスを減少
・廃棄物の大気、水、土壌への放出を大幅に削減
・廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用
により、廃棄物の発生を大幅に削減する。
ゴール１４：海洋・海洋資源の保全　　等々
※廃ペットボトルだけではなくマイクロビーズ
等々も重要であり、歯磨き粉、洗剤等のあり方に
も関わる。

14 計画全般 新井委員

佐賀市ならではの計画がない。佐賀市ならではの
重点計画、佐賀市が目指す方向性の見える項目が
必要ではないか。例えば、AI先進市、環境・エネ
ルギー先進市等の方向性が示せるようにしてほし
い。

総合計画においては、産業、都市基盤、福祉、子
育て、教育など他分野にわたる取組を総合的に推
し進め、市民の暮らしやすさ、幸福感などを向上
させていく計画として進めさせていただいてい
る。
市の特化した取組を進めるものとしては、バイオ
マス産業都市構想などを定め、他分野との連携推
進を図りながら進めている。

⇒ 企画政策課

15 計画全般 新井委員

ポートフォリオ分析結果から、施策タイプI、特
に、活力ある商工業の振興、総合交通体系の確
立、中心市街地の活性化に対する対策が必要であ
る。例えば、AIを生業とする企業誘致、自律走行
車の試験走行誘致による民間バス等の廃止路線の
補完、AI先進商業施設等の開発による中心市街地
活性化が必要である。

1-1魅力ある観光振興、1-2活力ある商工業の振
興、1-3中心市街地の活性化、2-5総合交通体系の
確立につながる。

地方公共団体の業務量が増加しているにも関わら
ず、厳しい財政状況の中では人件費への予算投入
が難しく、AIの活用はどの施策においても最重要
事項の１つだと認識している。特に、優先して改
善を要する「施策タイプⅠ」に属する施策におい
ては、これまで手作業では取り組むことのできな
かった画像解析やビックデータ解析などのAI技術
を活用し、全く新しい政策立案を行っていく必要
があると認識している。ご紹介いただいたシステ
ムを含め、本市に有効なAI技術の活用をスピード
感をもって進めていきたいと考えている。

⇒ 企画政策課

16 計画全般 新井委員

平成31年度の目標値に対する進捗率が低い、林
業、企業誘致、市街地の賑わい、認知度・ブラン
ドイメージ、情報共有に対する改善方策を示す必
要がある。例えば、AI林業(農業、水産業を含
む)、AI企業の誘致施策、AIランド等の観光資源づ
くり、AI先進市になることによる佐賀市の認知度
の向上及びブランドイメージの向上、AIおよび佐
賀市アプリによる情報共有及び認知度の向上等が
考えられる。佐賀市アプリには6-1参加と協働によ
るまちづくりに効果が期待できる。

ＡＩ等の先端技術が、経済や社会生活における課
題の解決や新たな価値の創造につながるものと期
待をしており、今回の見直しの背景となる社会潮
流の中で整理させていただいている。ご意見の中
でも具体的なご提案をいただいており、1-4、1-
5、1-6の農林水産業や7-1の行政経営に反映させて
いただいている。市の施策や取組において活用の
方策を探っていく必要は認識しており、今後とも
個別の計画や取組の中で取組を進めるものや課題
を解決につながるものとして積極的に取り入れて
いきたい。

⇒ 企画政策課

17 計画全般 五十嵐委員

ＡＩやＩＴ、ロボティクスがいろいろな施策に出
てくる。業務の効率化等で活用するのは当然だ
が、市全体としてＡＩ等を活用するための戦略を
練るような部署があって、関連する施策と繋がっ
ていくと考える。市全体の戦略としてＡＩ等を総
合的に企画・推進する部署は、今現在あるのか。

今年度から企画政策課にＡＩ・ロボティクス推進
係を設置している。現在、庁内業務も含めた事務
の効率化を図るためのＡＩ等の活用推進を行って
いる。それぞれの施策でのＡＩ等の活用について
は、全国的にどういう検討がされているのか、ど
ういうものを導入しているのかなどを把握しなが
ら、必要に応じて担当課と共有し、一緒に検討を
進めていきたい。

⇒ 企画政策課

ご意見を踏まえ、次のとおり追加したい。

総合計画を進めることがＳＤＧｓを進めていくこ
とにつながるよう、今回の見直しを検討していく
中で、各分野ごとにその理念や考え方を取り入れ
ている。ＳＤＧｓは、総合計画の見直しやその推
進の中で、その他の社会潮流を含め、持っておく
べき必要な視点の１つとして認識しているところ
であることから、策定背景の中で表現していくこ
ととしたい。

【社会潮流の変化】
■グローバル化の進展と社会経済情勢の変動によ
る影響
～そのような中、国際社会全体が持続して発展を
していくために、国や企業、個人が経済利益を追
求するだけではなく、環境や社会の問題にも関心
や責任を持ち、持続可能な社会づくりに貢献して
いくことが求められます。

【社会潮流の変化】
■グローバル化の進展と社会経済情勢の変動によ
る影響
～そのような中、国際社会全体が持続して発展を
していくために、国や企業、個人が経済利益を追
求するだけではなく、環境や社会の問題にも関心
や責任を持ち、持続可能な社会づくりに貢献して
いくことが求められ ます。ており、国際的にＳＤ
Ｇｓ＊の取組が広がっています。

ＳＤＧｓとは？
　ＳＤＧｓとは、Sustainable Development Goals
の略称であり、一般的に「持続可能な開発目標」
と訳されています。2001年に策定されたミレニア
ム開発目標（ＭＤＧｓ）の後継として、2015年9月
の国連サミットで採択された「持続可能な開発の
ための2030アジェンダ」に記載された2016年から
2030年までの国際目標です。17のゴール・169の
ターゲットから構成され、「地球上の誰一人とし
て取り残さない」ことを誓っています。SDGsは発
展途上国だけでなく、先進国においても取り組む
必要があるユニバーサル（普遍的）なものであ
り、経済・社会・環境の三つの側面を不可分のも
のとして調和させる統合的な取組として策定され
ています。

⇒ 企画政策課

3
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18
1-1魅力ある観光の
振興

三浦委員
将来の目標値が現在から微増に留まっており、
もっと意欲的な数値を掲げるべきではないか。

成果目標にも、「多くの観光客が訪れる」と掲げ
られており、現在の実績値が将来の目標値を達成
したのであれば、更に上を目指すべきかと思う。
内需拡大が厳しい状況にあり、総合計画各施策の
成果目標の達成状況も芳しくない状況にあるので
あれば、目標を大きく達成している観光分野を重
点的に強化し、外から人を呼び込み、お金を稼ぐ
ことが非常に重要だと感じる。

日帰り客の実績は、2017＝346.7万人、2018＝378
万人である。2018は維新博の影響が大きく、観光
客が増加した。2024の目標値は、ここ数年の推移
を基に、今後も着実に観光客数の伸びを維持して
いくことを目指して設定したものである。

⇒ 観光振興課

19
1-1魅力ある観光の
振興

三浦委員
観光は、一市だけで成立しないため、他市と連携
した広域的な観光振興施策があるべきではない
か。

広域連携については、近隣５市町で構成する協議
会で、広域的に観光、地域産品、商品流通事業を
実施し、また、長崎街道沿線８市等で構成してい
る協議会では、「砂糖食文化」をテーマとして連
携した事業を行うなど、近隣市町との連携による
観光資源の掘り起こしや、誘客促進を行っている
ところである。
意見も踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

■背景と課題【課題】３つ目
観光客誘致のためには、情報発信が極めて重要で
あり、多様な観光資源を効果的に結び付けてＰＲ
するとともに、ターゲットに応じた適切な情報発
信ツールの活用を図る必要があります。

■取組方針
1-1-2 観光客の誘致
ターゲットに応じた情報発信ツールを適切に活用
し、本市の観光情報やイメージを積極的かつ効果
的に発信することにより、宿泊客を中心とした観
光客の増加に努めます。

⇒

■背景と課題【課題】３つ目
観光客誘致のためには、情報発信が極めて重要で
あり、広域的な連携も図りながら多様な観光資源
を効果的に結び付けてＰＲするとともに、ター
ゲットに応じた適切な情報発信ツールの活用を図
る必要があります。

■取組方針
1-1-2 観光客の誘致
ターゲットに応じた情報発信ツールを適切に活用
し、広域的な連携も図りながら本市の観光情報やイ
メージを積極的かつ効果的に発信することにより、
宿泊客を中心とした観光客の増加に努めます。

観光振興課

20
1-1魅力ある観光の
振興

三浦委員

1-1-5（外国人観光客の対応）は、新規施策という
こともあるかと思うが、どのような方向性で取り
組もうとしているかが分からないため、事業内容
をもう少し具体的に掲げるべきではないか（外国
語の案内、キャッシュレスなど、色々とやるべき
ことがあるかと思う）。

外国人観光客の対応として、観光施設の案内表示
やパンフレットの多言語化、外国人を配置した観
光案内、海外に向けた情報発信等に取り組んでき
た。総合計画には具体的な事業内容を記載してい
ないが、新たに基本事業のひとつに掲げ、その
時々のニーズを捉えながら、外国人観光客の受入
体制の整備を進めていきたい。なお、キャッシュ
レス決済については商業振興の計画に記載されて
おり、外国人観光客対応のキャッシュレス化につ
いても包含するものと考えている。

⇒ 観光振興課

21
1-1魅力ある観光の
振興

パトリック委員

観光案内（資料）を外国語で作ったら、適切なと
ころに日本語を記載することを提案する。例えば
「Saga Castle」にふりがなとして「佐賀城」と記
すなど。

外国人が日本人に「Saga Castle」への案内を聞い
たとして、日本人は「Castle」という単語が分か
らないので、案内ができない。しかし、日本人は
資料にふりがな として記された「佐賀城」を見た
ら案内して欲しい場所 が分かり案内ができる。

観光施設の案内やパンフレット等、多言語に対応
する場合は、旅行者と案内者の双方にわかりやす
い表記を研究しながら対応していきたい。

⇒ 観光振興課

22
1-1魅力ある観光の
振興

パトリック委員

菜食主義者や絶対菜食主義者など、特定のものを
食べない人がいる。その人たちへの対応として、
レストランやスーパーの商品やメニューに絵で材
料を明確にすることを提案する。

食べ物の材料を明確に（絵として）表示する。牛
肉が入っているのなら牛の絵を表示する。豚肉が
入っているのなら豚の絵を表示する。乳製品が
入っていたら牛乳の絵を表示する。砂糖が入って
いたら砂糖の絵を表示するなど。

多様な生活習慣を有する外国人旅行者が、安心し
て観光を満喫できるよう、配慮ある受入環境整備
が求められており、先ずは飲食店や宿泊施設等
へ、外国人旅行者の対応に関する情報を提供する
ことから取り組んでいきたい。

⇒ 観光振興課

23
1-1魅力ある観光の
振興

パトリック委員

バス停にある情報は、日本語・漢字で記されてい
るため、漢字が読めないとバスに乗ることが困難
である。そのため、バス停の情報を外国語・外国
文字でも表示することを提案する。

外国人旅行者の受入環境整備の一環として、観光
地まで移動の円滑化に向けて、公共交通利用環境
の利便性の向上が求められております。今後、多
言語での案内を含め、外国人旅行者の移動手段の
充実について、検討していきたい。

⇒ 観光振興課

24
1-1魅力ある観光の
振興

白濱委員

旅行や仕事で空港を利用された方で、コンビニエ
ンスストアがなく困ったという話をよく聞く。コ
ンビニエンスストアでなくてもよいが、トイレ休
憩などができる場所の整備を提案したい。

佐賀空港利活用促進協議会に佐賀市も加盟してお
り、その中で検討していきたい。

⇒ 企画政策課

25
1-1魅力ある観光の
振興

牛島委員
佐賀の個性、佐賀のブランド化ということを打ち
出せないか。

昨今のいろいろな変化を考えていた時に、ダイレ
クトアクセス（直接必要なところに必要なアクセ
スをする、直接行く）の傾向が非常に強まってい
ると感じており、個性がない、特徴がないと埋没
してしまう。これからの佐賀を考えた時に、観光
の旗印や佐賀のブランドを磨き上げ確立する必要
があると考える。少々全体にまたがる部分がある
かとも思うがどうか。

26
1-1魅力ある観光の
振興

香月委員
佐賀のブランド化と連動して、まちづくり、歴史
の掘り起こし、人づくりといったところも含め佐
賀の特徴づけが必要ではないか。

幕末維新博で歴史の関心が、今広がってるところ
なので、若い人を含め、佐賀をどうやったら全国
の人たちにＰＲできるかというところをきちんと
考えてくよいタイミングだと思う。

27
1-1魅力ある観光の
振興

江頭委員

佐賀の観光は、日帰りだけで泊まりがないと言わ
れる。武雄やシンガポールでは仕掛けのあるプロ
ジェクションマッピングで集客につながってい
る。県庁屋上でもプロジェクションマッピングを
やられているが、県と市がうまく連携していない
と感じる。いろいろな観光地を調査し、夜の仕掛
けを考えて、泊まってもらう取組が必要である。

観光については、滞在時間を延ばすことが効果に
大きく繋がると認識している。夜間の観光で何を
見せるのか、いろいろな課題もあるが、ご意見に
ある県のプロジェクションマッピング等との連
携、さらには広域的な連携により、滞在時間を延
ばす１つの材料となるよう検討していきたい。

⇒ 観光振興課

28
1-1魅力ある観光の
振興

五十嵐委員

観光振興戦略プランが削除になっているが、各委
員の意見にような個別具体的な事業を盛り込む計
画はないのか。平成19年からの観光振興戦略プラ
ンは役割を果たして必要ないということか。

観光振興戦略プランの後の計画は今のところ策定
していない。現在、インバウンドなど観光を取り
巻く状況は刻々と変化しているため、それに対応
した、その時々の事業という形で取り組んでい
る。例えば、デジタルマーケティングが、今、注
目されているが、佐賀市でも取組を行っている。

⇒ 観光振興課

各地域の強みである地域資源を最大限に活用した
「地域ブランド」の確立は、旅行の動機付けとし
て大きな影響を与えるものと考える。ブランド化
の成功は、力のある素材や個性的なコンテンツが
不可欠であるため、本市の持つ魅力ある自然、文
化、歴史など様々な資源の磨きあげが必要である
と考える。観光の振興を図る上で、佐賀市ブラン
ドの確立は課題のひとつとして認識しているとこ
ろであり、意見も踏まえ、次のとおり素案を修正
したい。

■背景と課題【課題】４つ目
観光ニーズの多様化に対して、本市ならではの豊
かな自然や歴史、温泉・ダム湖等の観光資源、明
治日本の産業革命遺産の構成資産の一つである三
重津海軍所跡、バルーンフェスタやひなまつりな
どを観光産業の振興に活かしていくことが求めら
れています。

■取組方針
1-1-1 観光機能の整備
観光イベントの充実を図るとともに、自然や健
康、体験志向等のニーズを踏まえ、本市固有の資
源を活かした観光サービスの質の向上を図りま
す。

■背景と課題【課題】４つ目
観光ニーズの多様化に対して、本市ならではの豊
かな自然や 歴史、温泉・ダム湖等の観光資源、ま
た明治日本の産業革命遺産の構成資産の一つであ
る三重津海軍所跡等の歴史・文化を磨き上げると
ともに、バルーンフェスタやひなまつりなどのイ
ベントによる活性化等によりブランド力の向上を
図り、 を観光産業の振興に活かしていくことが求
められています。

■取組方針
1-1-1 観光機能の整備
観光イベントの充実を図るとともに、自然や健
康、体験志向等のニーズを踏まえ、観光サービス
の質を高めるとともに、本市固有の資源 を活かし
 た観光サービスの質 の磨き上げ、ブランド力の向
上等を図ります。

観光振興課⇒

4
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29
1-2活力ある商工業
の振興

戸田委員

取組方針1-2-4で創業支援等の取り組み強化が追加
されているので、1-2-3の「新産業の創出」「企業
支援制度」といった文言は削除もしくは修正が必
要だと思う。

「1-2-4創業支援等の取組強化」については、市内
の事業所が減少している状況下で、地域経済の振
興のためには、創業者を増やす取組が必要と考
え、新たに追加したものである。一方、「1-2-3企
業誘致と新産業の創出」については、新たな企業
の誘致と併せて、新たな価値を生み出す新産業を
創出することが、地域経済振興のために必要と考
えている。そのためには、誘致企業や新産業の創
出に取り組む企業に対する支援制度の充実が必要
と考えたものである。このため、現行の記載内容
としたい。

⇒ 商業振興課

30
1-2活力ある商工業
の振興

戸田委員
成果指標の「年間商品販売額」の減少理由とし
て、産業分類の見直し及び調査設計の変更とある
が、これはどのようなものか。

○産業分類の見直しは、日本標準産業分類第１２
回改定が行われ、「その他の飲食料品小売業」の
一部が「持ち帰り飲食サービス業」及び「配達飲
食サービス業」に変更となるなど、商業統計調査
の対象外になる等の変更が生じた。
○調査設計の変更は、2014年の商業統計調査が経
済センサスと一体的に実施されたことから、全産
業共通の調査票が配布され、商業独自の集計に必
要な数値（商品販売額等）が得られなかった事業
所が存在した。

⇒ 商業振興課

31
1-3賑わいあふれる
中心市街地の活性化

戸田委員 成果指標の「主要商店街通行量」の減少理由は。

中心市街地居住者数の増加は、この間の中心市街
地における特徴的かつ大きな変化だと思うため、
中心市街地の役割の変化を示す上でも、居住者数
を指標に追加することに賛成である。その上で、
通行量の大幅な減少はどう捉えれば良いのか。調
査日や調査地点の問題などは考えられるのか。

通行量調査は、毎年度、佐賀商工会議所が７月下
旬の４日間（木、金、土、日）、定点の１２か所
で調査を実施している。昨年度は近年で最も高い
３７度を超える猛暑が連日続いたことと週末の台
風12号接近による天候不良により大幅な減少と
なったことが理由と考えている。

⇒
中心市街地活
性化室

32
1-3賑わいあふれる
中心市街地の活性化

パブリック
コメント

中心市街地に呼び込むターゲットを県外の人にす
るなら、大型バスも停められるような駐車場が歩
いて２～３分のところに必要だと思う。また、観
光客が行ってみたいと思うようなモノやコトがな
ければ、旅行会社も協力するメリットが少ないと
思う。

中心市街地活性化のための一つの方策として、観
光客に来ていただく仕掛けが必要と考えている。
中心市街地への大型バス駐車場設置は以前から
ニーズがあっており、平成２８年２月に柳町に、
同年１０月には佐賀バルーンミュージアムに大型
バス駐車場を設置し、旅行会社が主催する観光ツ
アー等に利用されている。また、佐嘉神社外苑駐
車場も大型バス駐車場として以前からご利用され
ている。中心市街地活性化のためには、都市機能
のさらなる充実と、多くの人が来たいと思うよう
な取組が今後とも必要と考えている。

⇒
中心市街地活
性化室

33
1-4総合的な農業の
振興

パトリック委員

1-4-1農業経営力の強化において、「ＪＡなどと連
携し、生産性の高い品種の～」とあるが、ＪＡと
の連携により他の組合・組織との連携を優先する
ことを提案する。そうすれば、経済的な競争を促
すことになり、生産性の進歩を促すことにつなが
ります。

すでに農業分野で最も大きな組合であるＪＡと、
経済的な競争をすることが難しく、生産性の進歩
が遅れるのではないかと思う。

ＪＡは、多くの農家で組織された協同組合で、利
潤を追求せず、組合員の生産と生活を向上させる
ことを目的として設立されている。このような組
織は他になく、農家の経営力強化を図る上で、Ｊ
Ａとの連携は欠かせない。ご意見にある、経済的
な競争の促進に関して、農家では農産物のＪＡ系
統外への出荷（契約栽培、直売等）や生産資材の
購入（民間からの購入）に取り組まれており、農
業協同組合法の改正等により、既に経済的な競争
下にあると言える。そのような状況下にあって
も、市産農産物の販路拡大は重要であるため、消
費者の求める物を生産する(マーケット・イン）を
加え、次のとおり素案を修正したい。

■取組方針
1-4-1 農業経営力の強化
ＪＡ等と連携し、生産性の高い品種の作付拡大
 や、米の直播栽培 、ＩＴや高度な環境制御技術な
どの新技術の導入を進め、生産性向上と効率化を
図 ることにより、農業経営力の強化をめざしま
す。

⇒

■取組方針
1-4-1 農業経営力の強化
ＪＡ等と連携し、生産性の高い品種の作付拡大
 や、米の直播栽培 、スマート農業を活用したＩＣ
Ｔや高度な環境制御技術などの新技術の導入を進
め、生産性向上と効率化を図 ることによ り、りま
す。また、マーケット・インによる生産を進め、
農業経営力の強化をめざします。

【用語説明】
＊マーケット・イン：生産したものを売るのでは
なく、需給を見込みつつ、消費者が求めるものを
計画的に生産すること。

農業振興課

34
1-5森林保全と林業
の振興

新井委員
ドローン、航空機、人工衛星データAI解析による
森林保全が可能である。伐採計画立案も違法伐採
検知もAI活用により可能である。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。
なお、具体的なご提案をいただいているので、先
進事例等を踏まえながら、今後の取組を進めてい
きたい。

35

1-5森林保全と林業
の振興

1-6特色ある水産業
の振興

江頭委員
スマート農業とあるが、水産業や林業の分野にお
いてもＩＴ化の見通し等も積極的に盛り込んで欲
しい。

農業施策では、ＩＴの活用による人材や労働力の
確保などスマート農業という記載がある。水産業
や林業の分野もＡＩやＩoＴを使った省力化など、
将来に向かった魅力ある生産の形への取組を行い
始めている。将来のビジョンづくりであるなら
ば、そういった取組は必ず入れていただきたい。
また、現状もしっかり認識していただきたい。

36
1-6特色ある水産業
の振興

江頭委員
スマート農業と合わせ、林業の分野においてはＩ
Ｔ化の見通しを詳しく記載いただいた。水産業に
おいても、もう少し積極的に記載してほしい。

実際に、衛星画像から画像処理して赤潮をキャッ
チするなどの技術がある。まだ現場での活用段階
ではないが、活用できれば早い時期でいろんな対
応策ができるようになる。ＩＴ活用についてはい
ろんな取組が現在進行中にあるので、一般の方に
も水産業には明るい未来があることが見える表現
をいただきたい。

37
1-6特色ある水産業
の振興

新井委員
実際のＩＴ化の活用がされている中、ＩＴ活用の
検討というだけでなく、もっと具体的に活用につ
いて記載できないか。

実際に、冬季の珪藻赤潮の発生の予測を行うとい
うことでＡＩを活用している。そういう書きぶり
だと、これを重点施策としているなと伝わると思
う。単にＩＴ活用の検討。これだけでは少し不満
が残る。

38
1-6特色ある水産業
の振興

新井委員
ドローン、航空機、人工衛星データAI解析による
水産資源管理が可能である。冬季大型珪藻赤潮検
知及び予測については、実績がある。

■取組方針
1-5-2 効率的な供給体制の整備
木材の安定した供給体制を再構築するため、森
林・林業再生の拠点づくりに取り組みます。森林
施業の効率性に配慮し、災害に強い林内作業路や
林道等の基盤整備を行います。また、新たな森林
経営管理制度を活用し森林施業の集約化を行うと
ともに、高性能林業機械の導入を促進し、効率性
や安全性の向上を図ります。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

■取組方針
1-6-3 水産業経営環境の整備
漁業経営の安定と生産環境改善に向けて、浚渫等
による漁港の環境整備を進めるとともに、ノリ製
品の高品質化、生産コストの削減、労働時間の短
縮等のための施設整備を支援します。

■取組方針
1-6-3 水産業経営環境の整備
漁業経営の安定と生産環境改善に向けて、浚渫等
による漁港の環境整備を進めるとともに、ノリ製
品の高品質化、生産コストの削減、労働時間の短
縮等のための IT活用の検討や施設整備を支援しま
す。また、佐賀県有明海漁業協同組合や佐賀県と
連携しながら、スマート水産業に向けたＩＣＴの
活用を推進します。⇒

森林整備課

■取組方針
1-5-2 効率的な供給体制の整備
木材の安定した供給体制を再構築するため、森
林・林業再生の拠点づくりや新たな森林経営管理
制度を推進します。また、災害に強い林内作業路
や林道等の基盤整備を行い、高性能林業機械の導
入を促進するとともに、ＩＣＴ等の先端技術を活
用したスマート林業の実現に向けた取組を進め、
森林施業の効率化・省力化を図ります。

⇒

水産振興課

5



第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）
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39
1-4総合的な農業の
振興

パブリック
コメント

６次産業化をすると言っても、現実味がなく、農
家はその日の生活の方が重要だと考えていると思
う。デメリットの説明がなければ、ほとんどの農
家は耳を傾けないし、特に低コスト化に力を入れ
なければ、離農は進むのではないかと思う。

農家が６次産業化に取り組む際のデメリットとし
ては、商品開発や設備、マーケティング調査など
初期費用がかかることや、加工、製造に関する技
術・知識の習得に時間を要すること、販路開拓・
確保のためのノウハウ・人材の不足などがあげら
れる。また、現在の経営状況や他との優位性、消
費者ニーズなどをしっかりと分析し、事業の効果
による事業利益などの目標を明確にしておくこと
が重要である。
市では、取り組み農家への支援として、６次産業
化・農商工連携推進員や６次産品認定制度『いい
モノさがし』審査員によるアドバイスのほか、商
談会等への出展経費の支援、また、新たに取り組
む農家へは、「はじめてみよう！６次産業化支援
事業」によりマーケティング調査や商品パッケー
ジの開発など初期費用に要する経費の支援などを
行っている。農産品の付加価値を高める６次産業
化は、総合計画に掲げる「地域ブランドの強化と
販路拡大」につながり、さらに、農家の所得向上
を期待できる取り組みであり、記載については現
行のとおりとしたい。

⇒ 農業振興課

40
1-5森林保全と林業
の振興

白濱委員

地域活性化のため官民連携の地域創生を目指し、
木質バイオマスの導入を提案したい。林業事業者
の高齢化、林業従事者の減少などの課題を抱えて
いる中、豊富なみどりの資源を持つ佐賀市にとっ
て、木質バイオマスエネルギーの有効活用は、エ
ネルギー転換を目指し新たな価値を生み出すポテ
ンシャルになると共に、林業が抱える課題を解決
する方策としても大きな可能性を秘めている。

佐賀市の森林面積は17,858haで市の総面積の約42%
を占めており、森林が蓄えた水は農業、漁業へと
貢献する豊富な「みどりの資源」がある。この資
源を維持していくには所有者単位ではなく、官・
民・地域が一体となり取り組む必要があり、その
ためには地域活動を通して知識の共有や経験を伝
承・継続させることが大切である。この活動によ
り地域で森林を守っていくという認識を持つよう
になる。森林の保全のための間伐をすることによ
り、間伐材利用が促進し地球温暖化防止や資源環
境型社会の形成に大きく寄与する。特に、国産材
の利用は「植える→育てる→使う→植える」とい
うサイクルを維持して、森林の有する多面的機能
を持続的に発揮させるとともに、山元に収益が還
元され、林業・山村の活性化にもつながる。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

本施策では、市産材の利用促進の一つとして木質
バイオマスの活用を加え、そのエネルギーの有効
活用については「4-1-2再生可能エネルギーの普及
促進」の中で位置づけており、あわせて推進を
図っていきたい。

■取組方針
1-5-1 市産木材の利用促進
木材の消費を拡大するため、公共事業への積極的
な市産材の活用に加え、補助制度の活用や新たな
加工品の研究・開発など、市産材の利用を促進し
ます。

⇒

■取組方針
1-5-1 市産木材の利用促進
 木材の消費を拡大するため、 森林の更新・循環に
よる適切な維持管理を図るため、公共事業への積
極的な市産材の活用 に加え、を進めるとともに、
補助制度の活用や新たな加工品の研究・開発、木
質バイオマスの活用など、市産材の利用拡大を促
進します。

森林整備課

41
1-5森林保全と林業
の振興

白濱委員

県外の業者やバイオマス発電所が、大量の市内木
材を購入し、県外で消費している。佐賀市は丸太
を70年もかかって育てるだけ育てて、県外の方が
それをお金にしている。佐賀市でも木材を消費で
きる体制を整えてほしい。

バイオマスの発電所については、佐賀市は出遅れ
ている部分がある。林業振興の視点から木質バイ
オマスの活用も含めて市産材の活用を進めていき
たい。また、環境の視点からも、再生可能エネル
ギーの１つの方策として、地域経済の向上も意識
しながら、木質バイオマスを検討していきたい。

⇒
森林整備課

環境政策課

42
1-5森林保全と林業
の振興

杉山委員

スギやヒノキを伐採した跡地に、またスギやヒノ
キを植えるところがある。山の大きな役割の１つ
は、しっかりと水を蓄え下流に流していくことで
ある。特に腐葉土がしっかりできてこそ、水を蓄
える力が出てくるが、スギやヒノキの森林ではそ
の機能がほとんどないので、多様な森づくりをぜ
ひ取り入れてほしい。

43
1-5森林保全と林業
の振興

新井委員

森林の保水能力は防災にも良い影響がある。ま
た、木材を朽ち果てるまで放っておくと、二酸化
炭素にも影響し低炭素社会をつくるという計画に
も逆行するので、ぜひ実現してほしい。

44
1-6特色ある水産業
の振興

戸田委員

漁業生産額が当初の目標を上回って増加している
ようだが、【背景】をどのように理解すればよい
か。記載があるとおりノリの単価の上昇にあると
すると、今後の目標値の設定は妥当な値（比較的
容易に達成可能な目標）と理解してよいか。

漁業生産額について、ノリの販売枚数は基準値で
ある２０１３年とほぼ変わりはないが、全国的に
ノリの生産枚数が減少しているため、１枚当たり
の単価が、２０１３年より約３円ほど高くなって
いるので、目標値を上回っている。
将来の目標値については、佐賀県有明海漁業協同
組合の目標生産額（２３１億２，５００万円）の
うち、佐賀市が佐賀県全体で占めている割合の約
７３％（１６８億９，０００万円）と、漁船漁業
の生産額（約２億円）を加えた額としているた
め、妥当な目標値と考えている。

⇒ 水産振興課

45
2-1総合的な防災・
危機管理対策の充実

山本委員
自主防災組織を結成し、実際に補助金を使ってど
の様な活動や防災訓練が行えているのか等の資料
があっても良いのではないか

自主防災組織率は高いが、アンケートでは市民の
防災に対する意識は低く、日頃からの備えも出来
ていないのが現状である。他の自主防災の取組等
を紹介し、佐賀市全体の防災力を高めていくこと
が大事である。

現在、自主防災組織の活動を支援するために、自
主防災組織研修会や防災に関する出前講座、市
ホームページ等により自主防災組織活動事業費補
助金の対象となる事業内容や他地区の取り組み事
例の紹介などを行っているところである。
今後も引き続き、自主防災組織の防災意識の向上
が図られるよう取り組んでいきたいと考えてい
る。

⇒ 消防防災課

素案の取組1-5-4森林の保全の中で、人工林の適切
な維持管理とあわせて、広葉樹林化など多様な森
林づくりを推進しますと記載している。ご意見の
とおり、これからも推進していきたい。

森林整備課⇒
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第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）

番号 項目（施策名など） 委員名 意見 趣旨、理由など 対応 見直し素案（修正前） 見直し素案（修正案）※緑字 担当課

46
2-1総合的な防災・
危機管理対策の充実

山本委員 消防団員の確保をもっと進めるべきではないか
佐賀市の消防団は定年制があるため、減少に歯止
めがかからない一因と思われる。今後を見据えて
も定年制は撤廃すべきと考える。

現在、市ホームページや情報誌、ラッピングバス
等による広報を行ったり、消防団員ＯＢで消防団
活動に協力できる人を支援団員として任命し、活
動してもらう制度を設けるなど消防団員の確保の
ため様々な施策を実施しているが、これからも消
防団員確保のため各種施策に取り組んでいきた
い。
定年制の導入については、平成18年度から平成20
年度にかけて当時の消防団長8名による佐賀市消防
団の統一に向けた会議が開催され、その会議の中
で協議され決定された経緯がある。定年制は、団
員の高齢化の抑制及び組織の活性化を図るために
も有効な方策のひとつであると考えており、消防
団長会議における決定事項でもあるため尊重した
いと考えている。

⇒ 消防防災課

47
2-1総合的な防災・
危機管理対策の充実

山本委員
避難行動要支援者の情報の共有と避難方法や体制
づくりができないか

要支援者の情報も警察・消防・民生委員と伝わっ
ているが、どこまで（隣近所）共有してよいか明
確ではない。災害時に寝たきりの方や車いすの方
の避難方法や体制が出来ていない。やはり、地域
での日頃からの見えるコミュニティづくりが大切
になってくる。

避難行動要支援者名簿については、避難支援等関
係者（民生委員や自治会長、消防団等）に対する
情報提供に同意された方の名簿になるが、関係者
以外の方であっても要支援者の支援員に対して
は、情報提供は可能であると説明している。よっ
て、隣近所の方であっても地域と連携して見守り
や災害時に支援していただける方までは情報提供
は可能であると考えている。
また、避難の際に、特に配慮が必要な方の避難方
法や経路等については、日頃より、自主防災組織
をはじめ、地域の中で、話し合いを進めていただ
くようにお願いしている。このように、支援を必
要とする方への見守り活動等を通して、住民同士
が助け合い、支え合う地域づくりを推進していく
ことで、地域防災力の向上に繋げていきたいと考
えている。

⇒ 消防防災課

48
2-1総合的な防災・
危機管理対策の充実

中野委員

温暖化による自然災害も増える中、防災に関して
の関心も高く、危機管理対策を充実させるために
も多言語での対応が望まれると思う。

グローバル化の進展として海外からの観光客増え
ている中、2019年に出入国管理法が改正されて、
より外国人労働者が増えてくる。外国人労働者が
増えることでの先駆けた対策が多方面に必要にな
る。佐賀県でも外国人居住者への対応を充実させ
るために多方面で準備中だが佐賀市ではどうか。

市ホームページの多言語による表示や避難場所に
設置している看板の4か国語表示、佐賀市総合防災
訓練への外国人の参加、佐賀市に転入された外国
人に対して『防災のポイント』(４カ国版)を配布
するなどの取組を行っている。
この他に、今年度、地域における外国人と日本人
の顔の見える関係の構築のために、県の『多文化
共生地域連携推進事業』に取り組むこととしてい
る。

⇒ 消防防災課

49
2-1総合的な防災・
危機管理対策の充実

早瀬委員

「非常持ち出し袋の準備や室内の地震対策をして
いる市民の割合」23.6%と低いように思うが、これ
に対する対策はあるのか。また、災害時の情報の
提供の仕方、ハザードマップや避難所のマップな
どの市民への認知度はどれほどあるのか。取組方
針として「訓練の実施」とあるが、現在どのくら
いされているのか。

災害時に、当面必要となる最小限の品物を入れた
「非常持ち出し袋」を平時から準備しておくこと
や、地震に備えて室内の家具等の転倒防止対策を
しておくことは災害による被害を最小限に抑える
ために重要である。このため、出前講座の中で日
頃からの備えの重要性を説明したり、市ホーム
ページに掲載するなど取り組んでいるが、これま
で以上に防災意識の啓発に取り組んでいく。災害
時の情報提供の仕方については、緊急速報メー
ル、さがんメール、防災行政無線、防災ハイブ
リッドラジオ、市ホームページ、ツイッター、Ⅼ
アラートなど多様な情報伝達ツールを活用し情報
発信に努めている。ハザードマップ等について
は、現在、指定避難所の位置や災害の予備知識な
どを掲載した地震・洪水・内水・津波・高潮・土
砂災害に関する６種類のハザードマップを作製
し、対象地区へ全戸配布している。また、市民意
識調査の結果、「近所の避難場所・避難所を知っ
ている市民の割合」は79.8％となっている。「訓
練の実施」状況について、小学校区の住民を対象
に避難訓練や体験型訓練と消防や自衛隊等の関係
機関による相互連携の確認等を行う「佐賀市総合
防災訓練」を年1回実施している。また、地域の住
民で結成された自主防災組織においては、避難訓
練や炊き出し訓練、初期消火訓練などを個別に実
施されており、総数は把握できていないが、市の
補助金を利用した訓練は年140件ほど実施されてい
る。この他に消防団員を対象にした水防訓練や夏
季訓練等を行っている。

■取組方針
2-1-2 地域の防災力の向上
市民の防災意識の向上や自主防災組織の結成・育
成強化、消防団の組織体制の整備を進めるととも
に、各種訓練の実施などにより、災害対応能力の
向上を図ります。また、災害時における地域と行
政の連絡体制を構築します。

⇒

■取組方針
2-1-2 地域の防災力の向上
市民の防災意識の向上や自主防災組織の結成・育
成強化、消防団の組織体制の整備を進めるととも
に、各種訓練の実施などにより、災害対応能力の
一層の向上を図ります。また、災害時における地
域と行政の連絡体制を構築します。

消防防災課

50
2-1総合的な防災・
危機管理対策の充実

新井委員
ドローン、航空機、人工衛星データAI解析による
被災状況把握、防災情報収集及び発信が可能であ
る

本市では災害状況の調査等にドローンを活用して
いる。航空機や人工衛星データのAI解析による防
災情報収集等については、国や関係機関等におい
て研究開発が進められている状況であるので、こ
れからも有効性を含め研究してまいりたい。

⇒ 消防防災課
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第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）
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51
2-2安全で美しい河
川環境の適切な管理

新井委員
ドローン、航空機、人工衛星データAI解析による
河川環境の把握及び保全管理が可能である

環境、施設管理などAI技術の活用が進められてい
くと考えられる。AI技術の活用動向を見据えて、
効率的な維持管理の在り方を検討し、基本事業に
取り組んでいく。

⇒ 河川砂防課

52
2-2安全で美しい河
川環境の適切な管理

戸田委員
清掃活動会の参加者が5年前は増加傾向としていた
のが、減少に転じているとされているが、どのよ
うな背景が考えられるか。その対策はあるか。

地域住民の高齢化と若い世代の参加が少ないこと
が要因であると考えられる。即効性のある対策は
ないが、潜在的に参加可能な人達の参加を促すこ
と、子どもの頃から川を愛する意識を醸成する施
策を継続的に行っていく必要がある。河川清掃参
加者を確保する具体的な取り組みについては、佐
賀市水対策市民会議の場で検討を進めている。

⇒ 河川砂防課

53
2-3地域で守る生活
者の安全確保

戸田委員

犯罪率、人身交通事故発生率ともに大幅に減少(改
善)しているが、どのような背景があるのか。デー
タは同じものか。人身交通事故発生率について
は、今後の目標も大幅な改善を想定しているが、
達成の見込はあるのか。

◎犯罪率
■背景：全国的にも減少傾向にあるが、警察をは
じめ、地域、学校等、関係機関・団体、民間企
業、マスコミ等と連携して、市民の生活安全意識
の高揚や自主的な生活安全活動の推進、生活安全
のための環境整備に取り組んできた成果であると
考えている。
■データ：同じものである。

◎人身交通事故発生率
■背景：全国的にも減少傾向にあるが、道路交通
環境の整備も含めた佐賀市交通安全計画に基づ
き、警察をはじめ、地域、学校等、関係機関・団
体、民間企業等と連携して交通安全に取り組み、
また、平成２９年度以降は、市長の強いリーダー
シップの下、市民総ぐるみで交通事故ゼロ“脱
ワーストワン””脱ワーストレベル”キャンペー
ンを実施してきた成果であると考えている。
■データ：同じものである。
■達成の見込み：かなり厳しい目標設定としてい
るが、市民の交通安全に関する意識は間違いなく
向上してきており、また、「安全運転サポート
車」の普及も加速する見込みから、交通安全に関
する取組を地道に継続することで、目標達成した
いと考えている。

⇒ 生活安全課

54
2-3地域で守る生活
者の安全確保

小野委員

2-3-1防犯対策の充実の概要欄を次のとおり修正す
る。

地域の自主防犯組織の活動を支援するとともに、
警察、防犯協会、教育機関等の関係機関と連携
し、犯罪防止に向けた情報発信や啓発に取り組む
とともに、地域における見守りの目を確保するた
めに防犯カメラを積極的に設置するなどして、子
ども、女性、高齢者をはじめとした市民が安全し
て暮らすことのできる施策を総合的に推進しま
す。

全国的にも佐賀県においても、刑法犯全体の認知
件数そのものは減少傾向にあるが、車上ねらいや
強制わいせつなど市民に身近な犯罪や子どもや女
性が被害に遭う街頭で発生している犯罪は依然と
して後を絶たない。また、全国では児童生徒が凶
悪な犯罪の被害者となる事件が、マスコミを通じ
て大きく報道され、児童生徒の安全確保のために
は、登下校時の総合的な防犯対策の強化が急務で
ある。このような中、地域の目の減少と見守りの
空白地帯を無くし、子どもを始め地域社会の安全
確保のためには、公共空間での防犯カメラの設置
促進が必要である。さらに、実際の事件事故が発
生した場合、防犯カメラの画像を活用した捜査に
より犯人が早期に検挙され、地域の安全確保に貢
献している事例も数多くあり、犯罪の抑止にも相
乗効果を発揮することにもつながる。

防犯カメラについては、犯罪の未然防止や認知、
犯罪捜査、立証などに有効であると認識してい
る。これまでも、佐賀駅やバスセンター、エスプ
ラッツ周辺に、警察と相談して犯罪の起きやすい
場所ということで設置してきている。今後も、市
としては、まずは、犯罪発生状況を把握されてい
る警察からの要請、あるいは協議、さらには現地
調査を踏まえ、設置効果が見込まれるかどうかを
十分検証した上で、設置するかどうかを判断して
いくことになる。ただ、総合計画には具体的な事
業等の記載をしていないことから、意見を踏ま
え、次のとおり素案を修正したい。

犯罪被害者等支援については、２０１７年（平成
２９年）１０月に条例を制定し、【課題】の中に
追加記載しているので、取組も原案どおり記載し
たい。

■取組方針
2-3-1　防犯対策の充実
地域の自主防犯組織の活動を支援するとともに、
警察、防犯協会、教育機関等の関係機関と連携
し、犯罪防止に向けた情報発信や啓発に取り組 み
 ます。むとともに、犯罪被害者等が必要とする施
策を総合的に推進します。

⇒

■取組方針
2-3-1　防犯対策の充実
地域の自主防犯組織の活動を支援するとともに、
警察、防犯協会、教育機関等の関係機関と連携
し、犯罪防止に向けた情報発信や啓発、環境整備
に取り組みます。また、犯罪被害者等が必要とす
る施策を総合的に推進します。

生活安全課

55
2-3地域で守る生活
者の安全確保

新井委員
横浜市の例のようにAI解析による交通事故、犯罪
の多発地点、時期の予測が可能である。

犯罪や交通事故の発生予測などについてのAI解析
の活用については、今後、先進事例の状況等を研
究してまいりたい。具体的活用等については、警
察等関係機関と連携し、佐賀市生活安全推進協議
会又は第１１次佐賀市交通安全計画（2021年度～
2025年度）策定時に検討したい。

⇒ 生活安全課

56
2-3地域で守る生活
者の安全確保

パトリック委員

車の制限速度が守られてない場合や、反対側を走
る自転車が非常に多い。直接的に解決するため
に、取締りを多くすることが必要であり、警察で
はなく、最低限の知識と権利だけを持つ別組織の
新設を提案したい。

取締りは、佐賀北警察署と佐賀南警察署にて強化
して行っていただいている。ご意見のとおり、マ
ナー違反、ルール違反が多い実情があるため、市
としては啓発に取り組んでいきたい。総合計画の
中にも、交通安全の推進を位置づけており、脱
ワーストワン宣言も行っている。その取組の中
で、交通マナーの啓発や安全の確保を進めていき
たい。

⇒
企画政策課

生活安全課
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57
2-4計画的な土地利
用の推進

香月委員 50戸連たん制度の見直しの考えはあるか。

課題に「拡散型市街地の進展は社会資本の整備な
ど、様々な問題を引き起こす可能性がある」と記
載されている。土地利用の規制・誘導という取組
があっても、実際には50戸連たんをはじめとして
住宅の供給が、この7、8年間、ゆめタウン一つ分
ぐらい毎年続いていると思っている。一方では規
制と言いながらも、現実問題として宅地がそれだ
け供給されている。

・担当部署にて一定の整理を行っているが、見直
しに際しては、市民や関係者に大きな影響を及ぼ
すと認識している。
・見直しの是非も含め、慎重かつ丁寧に検討を進
めていく。

58
2-4計画的な土地利
用の推進

江頭委員
「コンパクトなまちづくり」を行う方針を明記す
べきではないか

・川副町に住んでいるが、買物する場所も限られ
ており、高齢になると複数の病院を掛け持ちして
通院する機会が多くなる。将来の運転免許返納の
ことを考えると不安になる。人口減少社会では、
市内全域で人が増えることはないので、交通手段
を確保しながら、いくつかの拠点に誘導していく
政策が必要ではないか。
・佐賀市内に複数の病院、食料・衣料品などの店
舗を集約した各拠点を配置する必要がでてくるの
ではないか。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。
・「基本構想4　土地利用」に記載のとおり、既存
ストックを活用したコンパクトな市街地形成を誘
導しつつ、それぞれの拠点性を高めるような土地
利用の規制・誘導を今後も行っていく。
・「コンパクトなまちづくり」については、現
状、「線引き制度」を堅持することで、「都市機
能集約型のコンパクトなまちづくり」を目指して
おり、その方針は関連計画である「都市計画マス
タープラン」に示している。
・本計画の基本構想には、「コンパクトなまちづ
くり」について触れているが、より明確になるよ
う「2-4計画的な土地利用の推進」の取組（基本事
業）「②土地利用の規制・誘導」の文言を一部修
正する。

59
2-4計画的な土地利
用の推進

荒牧委員

・50戸連たんを実施後、どのような開発が進行し
ているのかについてのデータを示してほしい。

・上記施策実施後、現佐賀市外（小城市、神埼市
等）からの人口の流入動態を示してほしい。

「コンパクトシティとする」ことは法的に定めら
れている。佐賀市においてコンパクトシティとは
何かを議論する際には、人口がどのような土地に
はりつき、その地域からどのような交通体系で動
かすかが基本となる。

＜資料３－別紙６＞

60
2-4計画的な土地利
用の推進

荒牧委員
50戸連たん、空き家率の上昇などの骨格に関わる
課題について、早急に取り組むということをどこ
かに位置づける必要がある。

見直しの是非も含めて慎重かつ丁寧に検討進めて
いくことは大事だが、緊張感が足りない。これを
緊急的にどうしたいのか、あるいはどうするべき
だという対応が全然示されてない。できる限り早
く取り組むという決意表明をしてほしい。

61
2-4計画的な土地利
用の推進

香月委員
50戸連たんについて、問題点があることをはっき
りと書いてほしい。

人口流入に比べ、宅地供給量が多すぎる。なぜこ
んなにたくさん許可する必要があるのか。そこが
問題点であり、長期的にどういう影響を及ぼすの
か。これだけ人口が減っていく中で、市街地を増
やしていくと、都市経営としては成り立たない。

62
2-4計画的な土地利
用の推進

内田委員
50戸連たんについて、教育の問題や子どもたちの
安全なども含めて検討していただきたい。

春日北小学校の周辺では、多くの住宅が急速にで
きている。子どもたちの安全、通学、校舎などの
問題がたくさんあるので、50戸連たんという許可
の基準に関する条例だと思ったときに、本当に許
可のことだけでいいのか、地域や子どもの安全や
教育のことまで考えられているのか。できれば、
今後、教育の問題、子どもたちの安全など、そう
いうことも含めて検討していただきたい。

63
2-4計画的な土地利
用の推進

江頭委員

市町村合併して、佐賀市が山から海まで広範囲な
形となった。その中で、どのようにコンパクトシ
ティをつくって、市全体をどう盛り上げていくか
という基本的な構想を掲げてほしい。それがあっ
て50連たん等の施策をどうするのかが決まってく
る。将来を見据え、何が必要なのかを議論する必
要がある。将来のコミュニティに不安を抱えてい
る住民がたくさんいる。

64
2-4計画的な土地利
用の推進

宮原(真)委員

50戸連たんは、開発許可だけなく、空き家や中心
市街地空洞化などの問題まで抱えている。計画的
な土地利用の推進という施策なので、大きな視点
で政策的に取り組むという文言を追加してほし
い。空き家の問題も、発生した空き家に後追いで
対応するようにしか見受けられない。50戸連たん
は、大きな問題であり、多くのことが関連すると
いう視点で明記して、課題に取り組んでいかない
といけない。

65
2-4計画的な土地利
用の推進

香月委員

50戸連たんの見直しに踏み込んだ記載できないの
はやむを得ないが、スケジュール感をもって議論
を進めるよう強く望む。令和元年８月の市街地の
浸水問題にも、宅地開発が大きな影響を与えてい
るはず。

66
2-4計画的な土地利
用の推進

荒牧委員
例えば都市計画審議会などで具体的にどう議論を
進めていくかが問題で、しっかり取り組む必要が
ある。

67
2-4計画的な土地利
用の推進

宮原(真)委員

50戸連たん制度等の開発許可制度のあり方が、一
時的な人口減少の歯止めに効果がある（といって
も近隣市町からの移動で、実質人口減少の歯止め
には何も効果があるとは思えないが）など近視眼
的な効果のみでなく、次の世代に（さらに広域で
の空き家等）負債が残らないよう長期的な視点
で、これから庁内の協議が進むことを願う。

⇒

■めざす姿（成果目標）
自然と都市が調和した計画的な土地利用が行われ
 ている、地域拠点連携を踏まえたコンパクトで機
能的なまちづくりができている。

■背景と課題【課題】
・人口減少社会の到来や急速な高齢化の進行、厳
しい財政状況、環境問題の深刻化、多発する災
害、経済活動の停滞など刻々と変化する社会経済
潮流の中、 拡散型市街地の進展は、５０戸連たん
制度を含めた開発による郊外への市街地の拡大
は、人口減少の歯止めに寄与している一方で、空
き地・空き家の増加要素の一つであり、また、社
会資本の整備や維持管理に対する費用対効果の低
下や、市民の日常生活に必要な公共サービス機能
の非効率化など、様々な問題を 引き起こす可能性
 があります 抱えており、対応が必要となります。

■取組方針
2-4-2 土地利用の規制・誘導
都市機能集約型や地域拠点連携型のまちづくりの
実現に向け、各種法規制や５０戸連たん制度を含
む開発許可制度の運用 などによる適正な の適正化
を図り、土地利用の規制・誘導を行います。

【用語説明】
＊５０戸連たん制度：市街化調整区域内の概ね５
０以上の建築物が連たんしている区域で、一定の
条件を条例で定めることにより開発行為を可能と
する制度。

■取組方針
2-4-2 土地利用の規制・誘導
都市機能集約型や地域拠点連携型のまちづくりの実現
に向け、各種法規制や開発許可制度の運用などによる
適正な土地利用の規制・誘導を行います。

【用語説明】
＊開発許可制度：線引き制度を担保するため、主とし
て建築物の建築の用に供する目的で行う土地の区画形
質の変更（開発行為）を都道府県知事等の許可に係ら
しめて、これにより、開発行為に対して一定の水準を
保たせることを目的とした制度であり、市街化調整区
域内にあっては、許可基準として、地区計画や５０戸
連たん制度などがある。

都市政策課

ご意見を踏まえ、右の欄のとおり修正したい。

■めざす姿（成果目標）
自然と都市が調和した計画的な土地利用が行われ
ている。

■背景と課題【課題】
・人口減少社会の到来や急速な高齢化の進行、厳
しい財政状況、環境問題の深刻化、多発する災
害、経済活動の停滞など刻々と変化する社会経済
潮流の中、拡散型市街地の進展は、社会資本の整
備や維持管理に対する費用対効果の低下や、市民
の日常生活に必要な公共サービス機能の非効率化
など、様々な問題を引き起こす可能性がありま
す。

■取組方針
2-4-2 土地利用の規制・誘導
各種法規制や開発許可制度の運用などによる適正
な土地利用の規制・誘導を行います。

⇒

■取組方針
2-4-2 土地利用の規制・誘導
各種法規制や開発許可制度の運用などによる適正な土
地利用の規制・誘導を行います。

【用語説明】
＊開発許可制度：線引き制度を担保するため、主とし
て建築物の建築の用に供する目的で行う土地の区画形
質の変更（開発行為）を都道府県知事等の許可に係ら
しめて、これにより、開発行為に対して一定の水準を
保たせることを目的とした制度。
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第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）

番号 項目（施策名など） 委員名 意見 趣旨、理由など 対応 見直し素案（修正前） 見直し素案（修正案）※緑字 担当課

68
4-3暮らしに身近な
生活環境の向上

戸田委員

4-3暮らしに身近な生活環境の向上において、背景
の１つ目に、空き家問題および空家特措法のこと
が挙げられているが、取組や成果指標・目標の中
では言及はなくてよいか。合わせて、この問題に
ついて環境分野（4-3）ではなく、都市や建築を取
り扱う箇所や課（空家等対策計画等をご担当の部
局）で取り上げることはできないのか。その方が
積極的に言及ができるのではないかと考える。

・空き家問題については、空家特措法に基づく
「佐賀市空家等対策計画」を策定し、対策の基本
的取り組みを定めている。
・成果指標は、「生活環境苦情件数」に含めてお
り、2024年の目標値300件のうち、200件が空き家
空き地の生活環境苦情の目標値としている。
（2018年の基準値は253件）
・環境分野ではなく、都市や建築の分野で取り上
げることはできないのかとのご意見であるが、土
地利用の規制・誘導を進めながら適正な管理が行
われていない空家等を減らす対応の必要性は感じ
ているが、空家等となる要因は所有・相続の問題
や経済的な問題、利活用の問題など多様であり、
現状としては現在の施策のままで対応し、関係施
策や関係部署と連携することが妥当と考えてい
る。

⇒ 環境政策課

・空き家については問題が多岐に渡り、土地利用
にも関連があるため、課題に追記する。

■背景と課題【課題】
人口減少社会の到来や急速な高齢化の進行、厳し
い財政状況、環境問題の深刻化、多発する災害、
経済活動の停滞など刻々と変化する社会経済潮流
の中、拡散型市街地の進展は、社会資本の整備や
維持管理に対する費用対効果の低下や、市民の日
常生活に必要な公共サービス機能の非効率化な
ど、様々な問題を引き起こす可能性があります。

⇒

■背景と課題【課題】
人口減少社会の到来や急速な高齢化の進行、厳し
い財政状況、環境問題の深刻化、多発する災害、
経済活動の停滞など刻々と変化する社会経済潮流
の中、拡散型市街地の進展は、社会資本の整備や
維持管理に対する費用対効果の低下や、市民の日
常生活に必要な公共サービス機能の非効率化、空
き家・空き地等の増加など、様々な問題を引き起
こす可能性があります。

都市政策課

ご意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

70
4-3暮らしに身近な
生活環境の向上

早瀬委員

空き家空き地対策に関して、解決が困難であると
されているが、佐賀では数多くゲストハウスとし
てリノベーションするなどされていると耳にする
が、実際空き家は年々増えているのか。また、ど
んな取組がなされているのか。

本市の空き家の件数は、総務省発表の住宅・土地
統計調査によると、2008年に12,530戸であったも
のが2013年に15,800戸と5年間で3,270戸増加して
いる。
取組としては、空き家等に関する無料相談会や出
前講座、積極的な市場流通を促す空き家等情報登
録制度、危険な空き家等への除去費助成制度を通
じ新たな跡地の活用、また、中心市街地の空き店
舗対策、北部中山間地域の空き家バンク制度の運
用などを行っている関係施策と連携しながら、空
き家・空き地対策の促進を図っている。

71
2-5市民生活を支え
る総合交通体系の確
立

戸田委員

計画策定時は「バスの利用者は年々減少し」と
あったのが、改善したのにはどのような背景があ
るのか（とてもいいとだと思う）。今後さらなる
改善は期待できるのか。

依然として利用者が減少しているバス事業者もあ
るが、学生向けのお得な定期券の販売や、佐賀空
港線のインバウンド客の増加などにより、市営バ
スの利用者が増加している。今後の利用を増やす
ためには、若年層の利用増が必要だと考えてお
り、現在バス事業者と連携して、学生に「お試し
乗車券付利用促進チラシ」を配布したり、バス乗
車を条件にしたイベントを実施したりすること
で、利用促進を図っている。今後もバス事業者と
連携した取組を行うことで利用促進に努めたい。

⇒ 企画政策課

72
2-5市民生活を支え
る総合交通体系の確
立

早瀬委員
高齢者の運転免許に関する問題もあり、高齢者が
多い佐賀では公共交通機関の充実がとても大事な
課題となると思うが、どうお考えているのか。

市民意向調査において、住みやすさの実感の中
で、住みにくい理由として公共交通が一番に挙
がっているので、取組の必要を感じる。

学識経験者、バス事業者、タクシー事業者、行政
にて公共交通政策を議論する会議の場を持ってい
る。また、市内の公共交通の空白地帯がどういう
ところにあるのか、どういう人が住んでいるのか
などの分析を行っている。地元の意見を聞きなが
ら、地域に応じた交通をつくっていくための準備
を行っている。

⇒ 企画政策課

73
2-5市民生活を支え
る総合交通体系の確
立

山本委員

佐賀市は交通マナーがワーストワンとなってい
る。高齢者の事故が多い中で、佐賀の免許返納率
はどのくらいか。また、高齢者の移動は特に考え
ていかなければいけないため、潤沢な市営バスの
運営を望む。

高齢者の免許証返納率は、平成27年が194名、平成
28年が392名、平成29年が769名、平成30年が810名
と伸びている。今後、公共交通機関を運営してい
くためには、事業者の収益面で見た場合、利用者
と便数という需要と供給のバランスが必要にな
る。ここを地域と連携しながら進めたいというこ
とを今回記載させていただいている。公共交通会
議を含め、現在協議を行っているところである。

⇒
企画政策課

生活安全課

74
2-6道路ネットワー
クの充実

パトリック委員

道路と歩道の境目を緩和することを提案する。自
転車で歩道から道路へ、また道路から歩道へ移動
するときの段差が急である。自転車が揺れたり、
パンクしたりすることがあるため、その段差を緩
和すれば安全性が高まると思う。

本市では、平成10年にバリアフリー化基本計画を
作成して以降バリアフリー対策事業に着手してい
る。現在の歩道整備は、車両乗り入れ箇所の段差
を２ｃｍとし、横断歩道等に接続する箇所につい
ては、歩行者がつまづいたり、車いす・ベビー
カー等のスムーズな移動に支障がないよう、車道
と歩道の段差をなくし、滑り止め加工を施した歩
車道段差解消縁石で整備している。また、既存道
路の旧タイプの歩道形式については、経年劣化等
により通行に支障となる場合は、順次、改善を
図っている。

⇒ 道路整備課

69

2-4計画的な土地利
用の推進

4-3暮らしに身近な
生活環境の向上

戸田委員

2-4の土地利用のあり方を議論されて、次回までに
検討するとのことだが、空き家問題はそこと深く
関わる。4-3の背景での記載以外にも、この空き家
の問題を取り上げることを検討していただけない
か。

すでに空き家になっており、周辺住民に迷惑をか
けている空き家への対応はもちろんだが、なぜそ
の問題が生じるのか、今後どのように問題に対応
していくのか、これをもっと大きな問題として捉
えるべきだと思う。

環境政策課

■取組方針
大気汚染や水質汚濁、騒音・振動等の公害対策、
ペットの飼育マナー、カラス等の有害鳥獣対策や
空き家・空き地等の適正管理、活用の促進など、
生活に身近な環境問題について、適切な観測、相
談・指導体制を充実します。

⇒

■取組方針
大気汚染や水質汚濁、騒音・振動等の公害対策、
ペットの飼育マナー、カラス等の有害鳥獣対策や
空き家等の適正管理など、生活に身近な環境問題
について、適切な観測、相談・指導体制を充実し
ます。
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第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）

番号 項目（施策名など） 委員名 意見 趣旨、理由など 対応 見直し素案（修正前） 見直し素案（修正案）※緑字 担当課

75
2-5市民生活を支え
る総合交通体系の確
立

宮原(真)委員
自転車道が車道ではなく、歩道と一緒に整備され
ているのはなぜか。

以前は、自動車の増加により自転車の危険性が増
したことから自転車も通行できる歩道の整備を進
めてきたが、近年、全国的に自転車は車両である
という意識の薄れから、歩行者対自転車の事故が
増加している状況にある。それを踏まえ、佐賀市
では自転車専用レーンの整備を進めている。

⇒ 道路整備課

76
3-1互いに支え合う
地域福祉の充実

戸田委員
「互助」が追加されていますが、どのような意図
があったのか。また、脚注の互助、共助の説明は
これでよいのか。

【意図】佐賀市第３期地域福祉計画（計画期間：
2016～2020）において、福祉に関する取り組みを
「自助」・「互助」・「共助」・「公助」の４つ
の視点で整理しており、今回、地域福祉計画との
整合性を図った。
【脚注】「互助」は相互に支え合うという意味で
「共助」と共通するが、向こう三軒両隣など、よ
り身近な人との助け合いを進めていく上で、地域
福祉計画に沿って記載した。

⇒ 福祉総務課

77
3-3共生社会をめざ
す障がい者福祉の充
実

園田委員

【背景】１点目について、本市の障がい者数が毎
年増加しているため、今後も支援を必要とされる
方が増加するということは分かるが、障がい者数
が毎年増加している要因は何か。

近年、精神障がい者数の増加が著しいが、不況な
どの社会不安の広がりにより、心の病を患うよう
になった人が多くなったこと、また精神疾患に対
する認知度が高まって受診への抵抗感が薄れたこ
とによるものと考えている。

⇒ 障がい福祉課

78
3-3共生社会をめざ
す障がい者福祉の充
実

園田委員
「農福連携」のような取組について、林業や水産
業でも取り組めないか。

林業、水産業も担い手育成が取り組まれている中
で、障がい者の就労支援が「農福連携」だけであ
る理由は何か。

〇農業以外の想定もしており、ご意見を踏まえ、
次のとおり修正したい。

〇「見直し理由」について、次のとおり修正した
い。
・労働力や担い手不足が農業生産の現場をつなぎ
　⇒労働力や担い手不足が課題の農業等の生産の
　　現場をつなぎ

■取組方針
3-3-3 就労への支援
一人でも多くの障がい者が就労できるよう、国や
県の各関係機関・窓口との連携を強化します。ま
た、一般就労が困難と思われる障がい者について
は、農福連携の推進などにより多様な福祉的就労
の場を確保するとともに、障がい者就労施設等か
らの物品調達を推進するなど、障がい者の工賃
アップを図り、障がい者の経済基盤の強化に努め
ます。

【用語説明】
*農福連携：農業と福祉が連携する取り組み。働く
機会を求める障がい者と労働力・担い手が不足す
る農業生産者が連携することで、双方の課題解決
を図る。

⇒

■取組方針
3-3-3 就労への支援
一人でも多くの障がい者が就労できるよう、国や
県の各関係機関・窓口との連携を強化します。ま
た、一般就労が困難と思われる障がい者について
は、農業など異業種との連携推進などにより多様
な福祉的就労の場を確保するとともに、障がい者
就労施設等からの物品調達を推進するなど、障が
い者の工賃アップを図り、障がい者の経済基盤の
強化に努めます。

【用語説明】
 *農福連携：農業と福祉が連携する取り組み。働く
 機会を求める障がい者と労働力・担い手が不足す
 る農業生産者が連携することで、双方の課題解決
 を図る。

障がい福祉課

79
3-3共生社会をめざ
す障がい者福祉の充
実

宮原(里)委員

農福連携について、障がい者の就労の機会を求め
ているが、現状、障がい者に対する理解が進んで
いない実感がある。福祉の現場で農福連携を進め
ているが、工賃は安くてよいだろうと発言される
方もおられるので、就労の場の確保を広げる前
に、どういうものかという理解を進めてからでは
ないかと思う。

農福連携は、労働力・担い手が不足する農業生産
者と働く機会を求める障がい者が連携すること
で、双方の課題解決を図る取り組みで、「佐賀市
北部地区農福連携推進ネットワーク」を設置し、
農業側と福祉側が連携することで、この取り組み
を推進しているところであり、今後市内一円に広
げていきたいと考えている。
福祉（障がい者）側の目的には、障がい者の工賃
向上も含まれており、農業生産者へ丁寧に説明し
障がい者を受け入れていただくことで、双方に利
益のある取り組みにしていきたい。

⇒ 障がい福祉課

80
3-3共生社会をめざ
す障がい者福祉の充
実

宮原(里)委員

医療、保健、福祉、教育機関との連携について、
総合的な支援は大切なのだが、具体的な連携をど
う進めるという指針がないので進んでいかない。
また発達障がいや高次脳機能障がいの記載がある
が、対象者は佐賀市に少なく、重症心身障がいの
記載がないが、今後はこれがすごく必要になると
思う。重症心身障がい者のことも検討していただ
きたい。

医療の進歩で昔は救えなかった命が救われてきて
いる。医療的ケアを受けながら、人工呼吸器等を
使用しながら生活している児も者もいるが、それ
に対応するサービスが今はない。特別支援におい
ても進学においても、現状として医療的なケアが
重すぎて学校が受け入れできない、登校ができな
い児童もおられる。

医療、保健、福祉、教育、その他関係機関との連
携については、「佐賀地区自立支援協議会」、
「佐賀地区医療的ケア連絡会」、「佐賀市発達障
がい者トータルライフ支援検討委員会」等におい
て、様々な障がいに対する具体的な支援の在り方
を協議し連携を深めていく。
また、医療的ケア児については委員のご意見のと
おり増加しており、第1期佐賀市障害児福祉計画に
おいても成果目標の中に「医療的ケア児に対する
支援体制の充実」を掲げ、平成30年度末に保健、
医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関の協議
の場を設けたところである。
このことから、背景と課題に「医療的ケア」につ
いての記述を追加する。

■背景と課題【背景】２つ目
・発達障がい、高次脳機能障がいをはじめとし
て、より個々の特性に合わせた支援が求められて
います。

■背景と課題【課題】１つ目
・障がい者が地域で安心して暮らしていくために
は、地域の理解のもと、障がい者を支援する家族
をはじめ、医療、保健、福祉、教育の専門機関な
どと連携した総合的な支援が必要です。特に、発
達障がい、高次脳機能障がい、難病などの特性の
周知、個々の特性に合わせた福祉サービス等の確
保が求められています。

⇒

■背景と課題【背景】２つ目
・発達障がい、高次脳機能障がい をはじめとして
医療的ケアが必要な重症心身障がいなど、より
個々の特性に合わせた支援が求められています。

■背景と課題【課題】１つ目
・障がい者が地域で安心して暮らしていくために
は、地域の理解のもと、障がい者を支援する家族
をはじめ、医療、保健、福祉、教育の専門機関な
どと連携した総合的な支援が必要です。特に、発
達障がい、高次脳機能障がい、医療的ケアが必要
な重症心身障がい、難病などの特性の周知、個々
の特性に合わせた福祉サービス等の確保が求めら
れています。

【用語説明】
＊医療的ケア：たんの吸引や鼻などから管を通し
て栄養剤を流し込む経管栄養注入、人工呼吸器の
使用など、日常生活に必要とされる医療的な生活
援助行為。
＊重症心身障がい：重度の知的障がいと重度の肢
体不自由が重複している状態。

障がい福祉課

81
3-3共生社会をめざ
す障がい者福祉の充
実

新井委員
視線入力システム及びドローン、航空機、人工衛
星データAI解析による農福連携の促進が可能であ
る。

農福連携では、障がい特性に応じた作業の切り分
けが可能であり、視線入力システムを必要とする
障がい者に作業を担ってもらう場合に活用を検討
していく。
また、ドローン、航空機、人工衛星データAI解析
については、農業現場で活用されているものもあ
り、農福連携を推進していく上で、どのように関
わっていくのがよいのか、検討していく。

⇒ 障がい福祉課

11



第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）

番号 項目（施策名など） 委員名 意見 趣旨、理由など 対応 見直し素案（修正前） 見直し素案（修正案）※緑字 担当課

82
4-1地球にやさしい
低炭素社会の構築

戸田委員
成果指標の1つとして、温室効果ガス削減率が挙げ
られているが、脚注などで補足説明した方がいい
のではないかと思う。

意見を踏まえ、次のとおり素案に追加したい。 ⇒

【用語説明】
*温室効果ガス排出量：温室効果ガスは、赤外線を
吸収し再放出するため、地球を暖める効果を持つ
もので、主に燃料、電気、熱の使用に伴って排出
される。地球温暖化対策実行計画(区域施策編)に
おいて、2030年度までに市域の温室効果ガス排出
量を2013年度比27％削減する目標を掲げている。
国の統計資料等を基に佐賀市の規模(世帯数、産業
人口など)に按分して算出。

環境政策課

83
4-1地球にやさしい
低炭素社会の構築

橋本委員

ＳＤＧｓは環境が大事な分野となるので、その理
念について考える必要がある。プラスチック問題
などは、企業が早くから取り組んでいるし、ペッ
トボトルや廃プラが海洋で流れる映像もあり、
もっと危機感を持つ必要もある。また、地産地消
のエネルギーをもう少し前面に出していくと、い
ろいろな課題も解決すると思うので、そういう記
載を検討できないか。

ＳＤＧｓの取組は環境面からも進めていく必要が
あると考えている。総合計画への記載はないが、
地域循環共生圏の取組を進めようとしている。プ
ラスチック問題を含めた資源循環、それと炭素循
環。それに地域経済を合わせて循環させ、地域の
お金を外に漏らさないという取組がある。その中
で、再生可能エネルギーの推進は重要な部分だと
考えている。この再生可能エネルギーを作る企業
と使う市民をマッチングしていきたい。

⇒ 環境政策課

84
4-1地球にやさしい
低炭素社会の構築

五十嵐委員
ＳＤＧｓの精神や考え方を、この章の背景や取組
方針の中に記載できないか。

ＳＤＧｓは柱は環境である。全体の総論としての
ＳＤＧｓは前半で出てくるが、この環境関連の章
のところにＳＤＧｓに関する記載が必要と思う。
環境、経済、社会の三つ統合的な向上であるとは
思うが、ＳＤＧｓの一つの象徴的なものとして、
この章に盛り込んだほうがよい。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

85
4-1地球にやさしい
低炭素社会の構築

橋本委員
目標に「再生可能エネルギー」の導入目標とか普
及率等を設定されてはどうか。

記載内容に「再生可能エネルギー」が多いこと
と、エネルギーの地産地消の方向性が重要である
ため。

関連計画「地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）」の施策の軸として「再生可能エネルギーの
導入と利用の最適化」を掲げており、市としても
可能であれば目標値を設定したい考えはある。
しかしながら、市域の再生可能エネルギー導入量
等を把握する手段がないか様々な関係部門に相談
しているが、導入量（発電量）や設置状況(普及
率)を明確に把握できる方法が得られていない。

86
4-1地球にやさしい
低炭素社会の構築

新井委員

前段の市の対応が「再生可能エネルギー導入量を
把握できる方法が得られていない」となってい
る。単に得られていないで終わるのではなく、さ
らなる検討が必要と思う。

再生可能エネルギーは、太陽光、風力、水力、バ
イオエタノール等あるが、太陽光の売電契約など
導入量を把握できる方法はあるのではないかと思
う。私は、佐賀市の環境とエネルギーの施策はか
なり推進していると誇りに思っている。そこを強
調して、単に方法が得られてないで終わるのでは
なく、この最後のところの文章を書き改めて、さ
らに検討するというような文言がつかないと、得
られてないで終わっていけない。

87
4-1地球にやさしい
低炭素社会の構築

新井委員
グーグルマップを利用した東電のアプリを使っ
て、市内の一戸一戸の屋根の上にどれぐらいの太
陽電池パネルで発電量があるのか把握できる。

88
4-1地球にやさしい
低炭素社会の構築

新井委員
ドローン、航空機、人工衛星データ解析による太
陽光発電システムによる発電量の把握が可能であ
る。

ドローン等の活用においては、様々な活用が考え
られると思う。提案いただいたことも含め、今後
研究させていただきたい。

89
4-1地球にやさしい
低炭素社会の構築

早瀬委員
エネルギーに関して、佐賀大学で海洋エネルギー
の開発研究が行われているが、海洋エネルギーに
関する記述はなくてよいか。

海洋再生可能エネルギーとは、洋上風力や波力、
潮流、海洋温度差など海洋空間において利用可能
な再生可能エネルギーのことを言い、県内では玄
界灘がそのポテンシャルが高いとされている。(佐
賀県再生可能エネルギー等先進県実現化構想）有
明海に面した佐賀市での海洋エネルギー活用は、
佐賀大学の研究の成果を見て判断していきたい。

90
4-1地球にやさしい
低炭素社会の構築

パトリック委員

現状、車を移動せずともエンジンをかけている人
が多く、１時間もエンジンをつけたままにするこ
とも珍しくない。二酸化炭素を無駄に大気へ放出
させるため、車を２分間以上移動させなければ、
エンジンを止めなければいけないというルールの
新設を提案したい。これは、他の施策2-3、2-7、
3-2、3-4、4-2、4-3、4-4にも貢献すると思う。

平成22年度策定した佐賀市民の環境行動指針の中
で、アイドリングストップなどでCO2やコストがど
のくらい削減できるかを示している。エコプラザ2
階にパネルを設置している。もっと広報していき
たい。また、今年3月に策定した地球温暖化対策計
画の中でも、市民と事業者にも参画いただきなが
ら、二酸化炭素の削減を進めていこうとしてお
り、その中でも検討していきたい。

⇒ 環境政策課

91
4-1地球にやさしい
低炭素社会の構築

市議会

4-1-1温暖化防止対策の推進について、現状、二酸
化炭素は回収しても販売先が無く、放出している
段階である。ランニングコストも回収できていな
い状況であり、なおかつ投資金額の回収について
は、計画を出すように指摘しているにもかかわら
ず提出されていない。議会へ今後の需要や回収の
数値を出してからしか書けないと思う。

まずは販売の計画と国の補助が終了した時点で運
転の継続をどこまでやるかを説明した後にしか書
けないと考える。

総合計画では、事業を進めることで低炭素社会の
実現を図る取組み方向性として示しているもの
で、事業を継続させることが環境保全と地域経済
の活性を両立させるものと考えている。企業によ
る直接投資と雇用による経済効果は大きいと考え
ており、今後も企業投資を呼び込む努力を続けな
がら環境に配慮した政策を続けていきたい。ま
た、清掃工場などから排出される二酸化炭素を活
用すること（CCUS事業）が他の地域や世界に広が
ることが温暖化防止対策に寄与できると考える。

⇒ 環境政策課

環境政策課

■背景と課題【課題】１つ目を修正、４つ目に追
加
・地球温暖化に対しては、市民一人ひとりの日常
生活や事業活動の中で、エネルギーの消費を抑制
するなど二酸化炭素の排出削減につながる取組を
増やしていく必要があります。 また、二酸化炭素
 をほとんど排出しない太陽光や水力、風力、バイ
オマス等をはじめとする再生可能エネルギーの現
状等を把握し、本市の特性に応じて普及促進する
ことや二酸化炭素の有効活用による排出量の削減
が求められています。
・地球温暖化対策をはじめとする環境施策は、世
界が共通の目標を持ち、環境の課題解決だけでな
く、経済・社会の課題を統合的に解決することが
求められており、ＳＤＧｓやパリ協定などの国際
的な潮流を意識した取組が必要です。

【取組方針】
 本市では2010年（平成22年）に環境都市宣言を行
 い、市民一人ひとりが環境に対する責任を自覚
 し、環境保全に積極的に取り組む姿勢を示してい
 ます。
市民一人ひとり、また地域や事業者に対して省エ
ネルギーなどの環境負荷を減らすことのできる取
組を積極的に啓発してい くとともに、きます。Ｓ
ＤＧｓの目標や地域経済の向上を意識し、市民・
事業者と協働して再生可能エネルギーの普及や未
利用エネルギー及び二酸化炭素の活用促進に努
め、低炭素社会の構築を推進します。また、～

⇒

■背景と課題【課題】１つ目
・地球温暖化に対しては、市民一人ひとりの日常
生活や事業活動の中で、エネルギーの消費を抑制
するなど二酸化炭素の排出削減につながる取組を
増やしていく必要があります。 また、二酸化炭素
 をほとんど排出しない太陽光や水力、風力、バイ
オマス等をはじめとする再生可能エネルギーを本
市の特性に応じて普及促進することや二酸化炭素
の有効活用による排出量の削減が求められていま
す。

【取組方針】
 本市では2010年（平成22年）に環境都市宣言を行
 い、市民一人ひとりが環境に対する責任を自覚
 し、環境保全に積極的に取り組む姿勢を示してい
 ます。
市民一人ひとり、また地域や事業者に対して省エ
ネルギーなどの環境負荷を減らすことのできる取
組を積極的に啓発していくとともに、地域経済の
向上を意識し、市民・事業者と協働して再生可能
エネルギーの普及や二酸化炭素の活用促進に努
め、低炭素社会の構築を推進します。また、～

電力の自由化等により、複数の新電力会社が調査
対象となったため把握しにくくなった。また、電
力会社への売電のみではなく自家消費されている
ケースもあるため、全体的な発電量（導入量）を
把握するのが困難な状況である。現時点では把握
する方法が得られていないが、再生可能エネル
ギーの導入状況等の把握に努め、取り組み前後の
状況を把握できるようにしていきたい。

12



第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）

番号 項目（施策名など） 委員名 意見 趣旨、理由など 対応 見直し素案（修正前） 見直し素案（修正案）※緑字 担当課

92
4-2持続可能な循環
型社会の構築

櫃本委員
廃棄物の発生抑制として食品ロスも大事だが、プ
ラスチック問題は、日本ではかなり重要ではない
か。

リサイクルではなく、プラゴミゼロの勢いが必要
なほど、今度問題になるかと思う。

ご意見を踏まえ、次のとおり素案に追加したい。

プラスチックは我々の生活に利便性と恩恵をもた
らし、その機能の高度化を通じて食品ロスの削減
やエネルギー効率の改善等に寄与し、社会的課題
の解決に貢献してきた。一方、廃棄物処理制度に
より回収されず、意図的・非意図的に排出された
海洋プラスチックごみが、長期間にわたり環境中
にとどまることから、地球規模での生態系や生活
環境等への悪影響が懸念されている。
本市としては、国が策定した「プラスチック資源
循環戦略」に基づき、不必要なワンウェイプラス
チックの排出抑制に向けた取り組みを始め、リ
ユース容器・製品の利用促進、ごみ分別の徹底な
ど、より一層の３Ｒ推進が必要と考えている。ま
た、ポイ捨てや不法投棄等によるプラスチックご
みの海洋流出を防止するためにも、幅広い普及啓
発・広報を通じて、海洋プラスチック問題にも触
れた環境教育の推進も重要であると考えている。

■背景と課題【背景】

　　　　　　　　　　―

■背景と課題【課題】４つ目
・市内の山間部や河川敷、海岸などには、廃棄物
の不法投棄が見受けられますが、廃棄物の不法投
棄は環境に大きな影響を及ぼすことが懸念される
ため、不法投棄の防止を図る必要があります。

⇒

■背景と課題【背景】
・海洋プラスチックごみによる地球規模での環境
汚染が、生態系や生活環境等へ悪影響を及ぼすと
懸念されており、国連をはじめとする様々な国際
会議において、重要かつ喫緊の課題として議論が
行われています。

■背景と課題【課題】４つ目
・市内の山間部や河川敷、海岸などには、廃棄物
の不法投棄が見受けられますが、廃棄物の不法投
棄は、海洋プラスチックの問題をはじめ環境に大
きな影響を及ぼすことが懸念されるため、不法投
棄の防止を図る必要があります。

【用語説明】
＊海洋プラスチック： 国民生活や事業活動に伴い
海域や陸域で発生したプラスチックごみの一部
が、廃棄物処理制度により回収されず、意図的・
非意図的に環境中に排出され、様々なルートを
辿って海域に流出したプラスチックごみ。

循環型社会推
進課

93
4-2持続可能な循環
型社会の構築

パトリック委員

レジ袋1枚あたり、税金を70円要求することを提案
する。そうすれば、エコバッグの利用が大幅に普
及すると 思う。それでもレジ袋の利用が減らなけ
れば、得たお金 をゴミ処理の改善に使うことがで
きる。

本市では、レジ袋の削減について、マイバック
キャンペーンや「佐賀県マイバッグ・ノーレジ袋
推進店」登録を推進するなどの取組を行ってお
り、スーパー各店においても、独自に有料化やポ
イント制度等を導入している事業者がある。ま
た、現在、国においてレジ袋の全面有料化（無料
配布の禁止）を法令で義務化する検討が行われて
いるので、まずは国の動向を見据えながら、今後
ともレジ袋の削減に努めていきたい。

⇒
循環型社会推
進課

94
4-2持続可能な循環
型社会の構築

パトリック委員

学校の教科書の再利用を提案する。学期が始まる
時に、学校が学生に教科書を貸出し、学期が終わ
ると学校が教科書を回収する。そうすると、毎
年、教科書を大量に作る必要がなくなる。エネル
ギーと木（材料）の利用も減り、ゴミの量も減
る。リデュースとリユースの信念に沿う。

本市では、買物袋やマイボトルの持参運動、３０
１０運動などのリデュース事業、エコプラザにお
ける各種リメイク講座等の開催、リユース品販売
やリペア（修理）事業などのリユース事業等に取
り組んでいる。ご意見のとおり、３Ｒの中でも２
Ｒ（リデュース、リユース）を優先し、今後とも
各種事業や周知広報活動に努めていきたい。

⇒
循環型社会推
進課

95
4-3暮らしに身近な
生活環境の向上

園田委員
【背景】【課題】【取組方針】の中に、有害鳥獣
についての記載があるべきではないか。

成果指標の「生活環境苦情件数」にカラス等の有
害鳥獣による苦情も指標に含めたことにより基準
値、目標値の件数が増えていることが【見直しの
理由】には書かれているが、【背景】【課題】
【取組方針】の中に、有害鳥獣についての記載が
ない理由はなぜか。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

■背景と課題【背景】１つ目
・大気汚染や水質汚濁、騒音・振動等の公害や
ペットの適正飼育、空き家・空き地等に係る生活
環境の苦情・相談が寄せられており、身近な生活
環境への関心が高くなっています。～

■背景と課題【課題】１つ目
・大気汚染や水質汚濁、騒音・振動等の公害対策
については、継続的な観測が必要であるととも
に、ペットの飼育マナーなど、生活に身近な環境
問題について苦情が増加していることから、取組
を充実する必要があります。～

■取組方針
大気汚染や水質汚濁、騒音・振動等の公害対策、
ペットの飼育マナーや空き家等の適正管理など、
生活に身近な環境問題について、適切な観測、相
談・指導体制を充実します。～

⇒

■背景と課題【背景】１つ目
・大気汚染や水質汚濁、騒音・振動等の公害や
ペットの適正飼育、カラス等の有害鳥獣、空き
家・空き地等に係る生活環境の苦情・相談が寄せ
られており、身近な生活環境への関心が高くなっ
ています。～

■背景と課題【課題】１つ目
・大気汚染や水質汚濁、騒音・振動等の公害対策
については、継続的な観測が必要であるととも
に、ペットの飼育マナー、カラス等の有害鳥獣な
ど、生活に身近な環境問題について苦情が増加し
ていることから、取組を充実する必要がありま
す。～

■取組方針
大気汚染や水質汚濁、騒音・振動等の公害対策、
ペットの飼育マナー、カラス等の有害鳥獣対策や
空き家等の適正管理など、生活に身近な環境問題
について、適切な観測、相談・指導体制を充実し
ます。～

環境政策課

96
4-3暮らしに身近な
生活環境の向上

パトリック委員

洗濯機などの家庭の排水を川に流してはならない
という法律の新設を提案する。排水を川に流す人
がいるが、環境汚染に繋がるのに罰することがで
きない。

水質汚濁防止法では、生活排水による汚濁の負荷
の低減に資する設備の整備に努めなければならな
いと規定されている。下水道整備地区において、
家庭の排水を川に流すことがないように、下水道
に接続されていない家庭については、その都度依
頼している。

⇒ 環境政策課

97
4-4都市のみどりと
美しい景観の創出

パトリック委員

芝生駐車場の設置を義務にすることを提案する。
つまり、 駐車場を持つか、作りたければ、ターフ
パーキングなどの技術を使わなければならないよ
うにすれば、緑が大幅に増えて、美しい景観にな
ると思う。
（夏のヒートアイランド現象を緩める効果もあ
り、基本計画4-1、4-3にも貢献すると思う。)

一定規模以上の建築物の建築や改修などで駐車場
の整備を行う場合は、敷地の緑化に努めることを
佐賀市みどりあふれるまちづくり条例（平成２０
年６月１日施行）で定めている。特に、公共施設
の駐車場については、緑化ブロック等により施工
されるところも増えている。今後も、市の緑化基
準及び佐賀市景観計画に準じた緑化への働きかけ
を行いながら、みどりあふれるまちづくりに取り
組みたい。

⇒ 緑化推進課

13



第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）
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98
5-1安心して子育て
できる環境の充実

古賀委員
待機児童について、学年や地区に応じた対応がで
きないか。

春日小学校区の放課後児童クラブは、1年生の時は
概ね入れるが、2年生になった途端に10番や20番待
ちとなる。共働きの中で大変困られている方もい
る。地区やその時々の年に応じても多少差がある
が、学校の教室自体が空いている地区もあるよう
なので、ある程度対応できないものか。

放課後児童クラブについては、年々申込が増えて
おり、特にここ１～２年は急激に増加している状
況である。市としては、各小学校の余裕教室の活
用や近隣の公共施設の活用、また専用施設の整備
を行うとともに、児童を見守る指導員の確保を図
るなど行っているが、校区によってはこれらの整
備が申込に追い付かず、待機児童が発生している
状況である。市としては、今後も場所と指導員の
確保を行い、放課後児童クラブを希望する児童す
べての受入ができるよう進めていく。

⇒ 子育て総務課

99
5-1安心して子育て
できる環境の充実

戸田委員
背景の３つ目に、待機児童問題が挙げられている
が、保育・子育てサービス・環境の充実について
の取組や成果指標・目標を掲げなくてよいか。

現在、保育や各種子育てに関する取組について
は、資料68ページの「関連する計画」に記載して
いる「佐賀市子ども・子育て支援事業計画」にお
いて、各事業の目標や計画値を掲げ事業を実施し
ているところである。ご意見をいただいた各個別
の取組については、今後も「佐賀市子ども・子育
て支援事業計画」において位置付けていきたい。

⇒ 子育て総務課

100
5-1安心して子育て
できる環境の充実

内田委員
5-1-3子育て環境の整備において、体制整備の文言
が消えているが、残しておくべきではないか。

児童虐待への対応について事業立てがされたこと
は非常によいと思うが、現行記載の「専門性と長
期的対応が必要な相談にも対応できる体制の整
備」が今回の見直しで消えているが、その部分が
とても求められており、市と小学校現場のことを
相談しているところでもある。この体制整備やさ
らなる人的配置なども必要である。

101
5-1安心して子育て
できる環境の充実

鶴丸委員
5-1-3子育て環境の整備において、乳幼児の早い時
期の文言が消えているが、残しておくべきではな
いか。

「乳幼児の早い時期から」親の子育てに対する不
安を解消するためという記述が消えているが、0、
1、2歳児の子育てはとても大切で、児童虐待にも
繋がる時期だと思う。

102
5-1安心して子育て
できる環境の充実

富吉委員
5-1-4児童虐待へ対応において、警察という記述を
明記できないか。

児童虐待は、現実問題として児童相談所ではもう
手に負えないような事例があっている中で、警察
という記述を入れた方が取組が一歩前に出るので
はないか。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

■取組方針
5-1-4 児童虐待への対応
深刻化する児童虐待に対応するために、虐待の発
生予防や早期発見・早期対応に努めるとともに、
児童相談所などの関係機関との連携強化を図りま
す。

⇒

■取組方針
5-1-4 児童虐待への対応
深刻化する児童虐待に対応するために、虐待の発
生予防や早期発見・早期対応に努めるとともに、
児童相談所、警察などの関係機関との連携強化を
図ります。

子育て総務課

103
5-1安心して子育て
できる環境の充実

小城原委員

児童虐待への対応について、第1回会議の中の、手
に負えない事案への対応を進めるためとした意見
を受けて、連携する関係機関の例示に「警察」の
文言を追加された。しかし、早期発見も非常に重
要であり、そこを担う地域等の文言もきちんと入
れて、積極的に動いていくべきである。

この早期発見のところの文言が絶対必要である。
向こう三軒両隣というところが一番情報が来ると
思っている。自治会では、あなたが動くのではな
くて、情報をいただければ、我々がそういう関係
機関のところに持っていきますとお願いしてい
る。児童相談所の手前で見つけること、早期発見
が一番大事であり、積極的に動く必要がある。重
要な文言であれば、地域、学校、病院等の文言も
きちんと入れるべきである。

104
5-1安心して子育て
できる環境の充実

鶴丸委員
5-1-4児童虐待への対応について、発生予防に特に
重きをおくことも具体的に検討できないか。

虐待については、慎重な対応が求められるので、
まずは予防策に力を入れていただければと考え
る。

105
5-1安心して子育て
できる環境の充実

内田委員
5-1-4児童虐待への対応について、発生予防と早期
発見についてと、早期対応については、取組が別
となるため、分けて示した方がよいと思う。

106
5-1安心して子育て
できる環境の充実

鶴丸委員

市には全ての赤ちゃんを訪問する母子保健推進員
という制度があるが、これは虐待の予防にも繋
がっていると思う。この制度は１回だけの訪問だ
が、再度訪問するなど今ある制度を強化される
と、今後５年間の中で充実していくと思う。

107
5-1安心して子育て
できる環境の充実

五十嵐委員

修正前のように、「深刻化する児童虐待に対応す
るために、虐待の発生予防や早期発見・早期対応
を進める、その際にこういう機関と連携を図る」
とすれば、どれがどれに１対１で対応するのかま
では問わずによいと思う。

108
5-1安心して子育て
できる環境の充実

荒木委員

5-1-4児童虐待への対応については、新設の取組に
なると思うが、背景と課題では全く触れられてい
ない。見直し理由に深刻化する児童虐待に対応し
ていくためとあるが、普通に読んでいるといきな
り出てきたように感じるので、背景と課題にも少
し虐待についての文言を入れた方がよい。

意見を踏まえ、次のとおり素案に追加したい。

■背景と課題【背景】

　　　　　　　　　　―

■背景と課題【課題】
・子どもとその家族、妊婦等を対象に、実情の把
握、子ども等に関する相談全般から、より専門的
な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的な
社会資源を使った支援業務までを行うことが求め
られています。

⇒

■背景と課題【背景】
・児童虐待や養育困難など、厳しい家庭環境にあ
る子どもや妊産婦が増加傾向にあり、各家庭の抱
える課題も複雑・深刻化しています。

■背景と課題【課題】
・子どもとその家族、妊婦等を対象に、実情の把
握、子ども等に関する相談全般から、児童虐待な
どのより専門的な相談対応や必要な調査、訪問等
による継続的な社会資源を使った支援業務までを
行うことが求められています。

子育て総務課

⇒

■取組方針
5-1-3 子育て環境の整備
子育て家庭からの気軽な相談や、 児童虐待など専
門性と 長期的対応継続的支援が必要な相談にも対
応できる体制の整備 とともに子どもを守る環境の
 整備を図ります。
また、乳幼児の早い時期から親の子育てに対する
不安を解消するために、親同士の交流の場づく
り、学ぶ機会の提供などに取り組みます。あわせ
て、子育てサークルや地域の子育て支援に関わる
団体等の育成を図り 、地域で見守り支え合う子育
 て・親育ちを支援します。

・虐待の発生予防、早期発見、早期対応について
は、取組みが別の機関もあるが、いずれの取組み
にも関わっていただく機関もあるため、取組を分
けない表現としたい。
・学校や幼稚園・保育所（園）等は、子どもの所
属機関であるため追加したい。
・今後、相談・支援体制の強化に取組む予定であ
るため、そのことを追加したい。

■取組方針
5-1-4 児童虐待への対応
深刻化する児童虐待に対応するために、虐待の発
生予防や早期発見・早期対応に努めるとともに、
児童相談所などの関係機関との連携強化を図りま
す。

■取組方針
5-1-4 児童虐待への対応
深刻化する児童虐待に対応するために、児童相談
所、警察、地域団体などの関係機関との連携強化
を図り、妊娠期から子育て期にわたる虐待の発生
予防や早期発見・早期対応に努めます。 るととも
 に、児童相談所、警察などの関係機関との連携強
 化を図ります。

⇒

⇒ 子育て総務課

■取組方針
5-1-4 児童虐待への対応
深刻化する児童虐待に対応するために、相談・支
援体制を強化します。また、児童相談所、警察、
学校、幼稚園・保育所（園）等、地域団体などの
関係機関との連携強化を図り、虐待の発生予防や
早期発見 ・、早期対応に努めます。 るとともに、
 児童相談所などの関係機関との連携強化を図りま
 す。

■取組方針
5-1-4 児童虐待への対応
深刻化する児童虐待に対応するために、虐待の発
生予防や早期発見・早期対応に努めるとともに、
児童相談所などの関係機関との連携強化を図りま
す。

子育て総務課意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

■取組方針
5-1-3 子育て環境の整備
 子育て家庭からの気軽な相談や、児童虐待など専
 門性と長期的対応が必要な相談にも対応できる体
 制の整備とともに子どもを守る環境の整備を図り
 ます。
 また、乳幼児の早い時期から親の子育てに対する
不安を解消するために、親同士の交流の場づく
り、学ぶ機会の提供などに取り組みます。あわせ
て、子育てサークルや地域の子育て支援に関わる
団体等の育成を図り 、地域で見守り支え合う子育
 て・親育ちを支援します。

子育て総務課
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第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）

番号 項目（施策名など） 委員名 意見 趣旨、理由など 対応 見直し素案（修正前） 見直し素案（修正案）※緑字 担当課

109
5-1安心して子育て
できる環境の充実

山口委員

素案のめざす姿と課題に「子どもを産み育てる」
という文言があるが、産み育てたいという言葉を
聞かれた時に気分を害される方もいるし、産まな
くても子育てを一生懸命やっておられる方が私の
周りにはたくさんいるので、この文言をご検討い
ただきたい。「産む」という言葉が必要か検討い
ただきたい。

「産み育てる」という文言は、出産したい人が安
心して出産することができる、子育てしたい人が
安心して子育てできるようにしたいという主旨か
ら、「子どもを産み育てる・・・・出産や育児に
不安を感じていない。」という表現としたもので
す。しかしながら、「産む」という文字がもっぱ
ら出産の場面に限定して使用されるものであるこ
とを考えると、子どもという新しい命を誕生させ
るという意味である「生む」という文字のほうが
より適切であると考え、「生み育てる」に修正を
します。

■めざす姿（成果指標）
子育て世代が、大きな不安や負担を感じることな
く子育てに誇りと喜びを感じ、これから子どもを
産み育てたいと思っている人が、出産や育児に不
安を感じていない。

■背景と課題【課題】３つ目
地域とのつながりの中で子どもを産み育てること
ができ、子育ての誇りと喜びが実感できるよう、
社会全体で支援していくことが必要です。

⇒

■めざす姿（成果指標）
子育て世代が、大きな不安や負担を感じることな
く子育てに誇りと喜びを感じ、これから子どもを
 産み 生み育てたいと思っている人が、出産や育児
に不安を感じていない。

■背景と課題【課題】３つ目
地域とのつながりの中で子どもを 産み 生み育てる
ことができ、子育ての誇りと喜びが実感できるよ
う、社会全体で支援していくことが必要です。

子育て総務課

110
5-1安心して子育て
できる環境の充実

杉山委員
少子化に歯止めがかからない中、できるだけ多く
産んでもらえることが一番大切だと思う。人口を
増やすことを考えた場合、産の字がよいと思う。

111
5-1安心して子育て
できる環境の充実

山口委員

世の中には様々な事情があって、お産という経験
ができない方も多数おられる。里親となり一生懸
命に子育てされている方もいる。生むの漢字によ
く変えていただいたと思っている。皆さんが気持
ちよく、佐賀市のために子どもを一生懸命育てて
いこうと思える文言が適していると思う。

112
5-1安心して子育て
できる環境の充実

白濱委員
漢字や読み方に捉われるのではなくて、平仮名な
どにして、「うむ」の言葉そのものをもっと大切
にした方がよいと思う。

113
5-1安心して子育て
できる環境の充実

荒木委員

ダイバーシティの視点では、これから産まない選
択も増えていく時代になると考えられる。一方
で、少子化の問題もあるが、それを前面に出す
と、産まない選択が否定されることにつながるの
で、産の字よりも生の字がよいと思う。

114
5-1安心して子育て
できる環境の充実

角委員

生の字は生まれる人間を主体に考えていると思う
し、産の字は子どもを産む側を主体に考えている
と思う。どちらを主体に考えるのかという視点も
あるのではないかと思う。

115
5-1安心して子育て
できる環境の充実

園田委員

各々の事情がある中では「産み育てる」と言葉を
つなげるとまとまらないと感じた。出産したい人
が安心して出産できる状況に、子育てしたい人が
安心して子育てできる状況にしたいという気持ち
を考えると、漢字も大切だが、耳で聞くと「うみ
そだてる」とつなげてしまい、その言葉に敏感に
なる気がする。

116
5-1安心して子育て
できる環境の充実

富吉委員

障害者の害という字を当然のように使っていた時
代があったが、今では平仮名を使うことが一般的
になった。そこにはいろいろな思いや時代の中で
の考え方がある。平仮名でうみ育てるとしたの
は、いろいろな意見があってこうしたと分かる表
現まであるとよいと思う。

117
5-1安心して子育て
できる環境の充実

白濱委員
幼稚園や保育園に、夏でも遊べる冷暖房完備の体
育館のような施設があると、佐賀市が子育てしや
すいとアピールできる１つになると思う。

幼稚園・保育園については、体育館まではない
が、子どもたちが集まれるホールを設置してお
り、０歳児から５歳児までが一緒になって遊ぶこ
とができる環境を整えている。

⇒ 子育て総務課

118
5-1安心して子育て
ができる環境の充実

パブリック
コメント

成果目標の達成度を見るための指標として、「保
育所の待機児童数」、「保育士の数」、「放課後
児童クラブの設置数・利用児童数」、「児童虐待
通報件数」を加えたらどうか？

成果指標の中には、目標の達成度を測定するため
に、見直しの余地があるのではないか。

「保育所の待機児童数」「放課後児童クラブの設
置数・利用児童数」については、資料68ページの
「関連する計画」に記載している「佐賀市子ど
も・子育て支援事業計画」において、目標や計画
値を掲げ事業を実施しているところである。今後
も「佐賀市子ども・子育て支援事業計画」におい
て位置付けていきたい。「保育士の数」について
は、これまでの数字の把握ができていないため、
計画を立てることが困難である。「児童虐待通報
件数」については、その増減を数値目標とした場
合、増減のどちらがいい方向なのか判断が難しい
ものと考える。

⇒ 子育て総務課

119

5-1安心して子育て
ができる環境の充実

5-2就学前からの教
育の充実

パブリック
コメント

成果目標の達成度を見るための指標として、「い
じめの認知学校数・認知件数」、「カウンセラー
の配置数」、「子ども食堂設置数」を加えたらど
うか？

成果指標の中には、目標の達成度を測定するため
に、見直しの余地があるのではないか。

総合計画における指標は、原則として、行政活動
の量をあらわすものではなく、行政活動の結果と
して市民の皆さんにもたらされた便益や実感な
ど、どのような成果があったかをあらわす成果指
標を掲載することを基本としており、現在の指標
を設定している。
なお、「いじめの認知学校数・認知件数」につい
ては、成果指標ですが、必ずしも認知学校数や認
知件数が少ない方がいいというわけではなく、文
部科学省では、いじめの認知件数が少ない学校
は、「いじめ解消に向けた対策がとられることな
く、放置されたいじめが多数潜在する可能性があ
ると懸念している」とのコメントを出していると
いうようなこともあり、認知件数の多寡をどう捉
えるべきか解釈が難しいこともあるものの、その
認知や対応、解決には取組を進めていきたい。

⇒
子育て総務課

教育総務課

【事務局案】
・めざす姿の対象は、「これからの子育て世代と
なる人」であり、当然ながら女性と男性の両方を
含むものであるが、「産む」という表現が主に出
産の場面で使用されることから女性に限定された
ものと理解されるおそれがある。
・また、子育て世代は、一般的な夫婦もいれば、
未婚でひとり親で育てる家庭、再婚相手のこども
を育てる家庭、養子縁組や里親などで子を設け育
てる家庭など、多様な子育て家族の形態がある。
・これらのことを踏まえ、すべての子育て家庭の
形態を包含し、幅広くとらえるよう、ひらがな表
記である「うみ育てたい」という表現としたい。

■めざす姿（成果指標）
子育て世代が、大きな不安や負担を感じることな
く子育てに誇りと喜びを感じ、これから子どもを
産み育てたいと思っている人が、出産や育児に不
安を感じていない。

■背景と課題【課題】３つ目
地域とのつながりの中で子どもを産み育てること
ができ、子育ての誇りと喜びが実感できるよう、
社会全体で支援していくことが必要です。

⇒

■めざす姿（成果指標）
子育て世代が、大きな不安や負担を感じることな
く子育てに誇りと喜びを感じ、これから子どもを
 産み育てたい “うみ育てたい”と思っている人
が、出産や育児に不安を感じていない。

■背景と課題【課題】３つ目
地域とのつながりの中で子どもを 産み育てる うみ
育てることができ、子育ての誇りと喜びが実感で
きるよう、社会全体で支援していくことが必要で
す。

子育て総務課
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第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）

番号 項目（施策名など） 委員名 意見 趣旨、理由など 対応 見直し素案（修正前） 見直し素案（修正案）※緑字 担当課

「5-1安心して子育てができる環境の充実」につい
ては、意見を踏まえ、次のとおり素案を修正した
い。

■取組方針
5-1-3 子育て環境の整備
子育て家庭からの気軽な相談や、 児童虐待など専
門性と 長期的対応継続的支援が必要な相談にも対
応できる体制の整備 とともに子どもを守る環境の
 整備を図ります。
また、乳幼児の早い時期から親の子育てに対する
不安を解消するために、親同士の交流の場づく
り、学ぶ機会の提供などに取り組みます。あわせ
て、子育てサークルや地域の子育て支援に関わる
団体等の育成を図り 、地域で見守り支え合う子育
 て・親育ちを支援します。

⇒

■背景と課題【背景】
・2015年時点の子どもの貧困率は13.9％であり、
子どもの７人に１人が相対的貧困の状況となって
います。

■背景と課題【課題】
・子どもの将来がその生まれ育った環境によって
左右されることのないよう、貧困の状況にある子
どもの健やかな育成が求められています。

■取組方針
5-1-3 子育て環境の整備
子育て家庭からの気軽な相談や、 児童虐待など専
門性と 長期的対応継続的支援が必要な相談にも対
応できる体制の整備 とともに子どもを守る環境の
 整備を図ります。
また、乳幼児の早い時期から親の子育てに対する
不安を解消するために、親同士の交流の場づく
り、学ぶ機会の提供などに取り組みます。あわせ
て、子育てサークルや地域の子育て支援に関わる
団体等の育成 を図り、 や子どもの居場所づくりを
推進し、地域で見守り支え合う子育て・親育ちを
支援します。

子育て総務課

「5-2就学前からの教育の充実」においては、【課
題】に「経済的格差が進展する中で、就学援助の
認定率は小学校で１７％前後、中学校で２０％前
後と高い水準で推移しており、子どもの教育機会
の確保が求められています。」と記載している
が、他の指摘もあり、一部表現を修正する。
対策については、■取組方針の「5-2-4　公平な教
育機会の確保」のところに記載している。

121
5-2就学前からの教
育の充実

山口委員

素案の課題５つ目、経済的格差が進展する中でと
いうところで、教育機会の確保とさらっと流され
ているが、中学校一年生で夏の制服が受け取れ
ず、学校を何日か休んだ生徒がいる。そこを踏ま
えた上で、この教育機会の確保ということを書い
ていただきたい。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

122

5-1安心して子育て
ができる環境の充実

5-2就学前からの教
育の充実

パブリック
コメント

以下の取組の概要について、ニーズの中身を具体
的に記載すべきではないか。
5-1-1子育てと仕事の両立のための支援
5-1-2子育て家庭の負担軽減
5-2-3いじめ、不登校児対策と特別支援教育の充実

ニーズという言葉が多用されているが、ニーズの
中身が書かれていない。ニーズを踏まえた事業の
実施が必要ではないか。

ニーズについては多様化しているため、総括的な
表現としている。例えば、「5-2-3　いじめ、不登
校等対策と特別支援教育の充実」において、「特
別な支援を必要とする児童生徒について個々の
ニーズにあった支援ができるように～」と記載し
ているが、特別な支援を必要とする児童生徒の
ニーズはまさに一人ずつ異なっているため、個別
の指導計画を作成して対応しているところであ
る。なお、今後、日本語指導が必要な児童生徒が
増加することが想定されるため、課題の追加及び
取組方針の一部修正を行う。

子育て総務課

123
5-2就学前からの教
育の充実

パブリック
コメント

「外国人の児童生徒の教育機会の確保」につい
て、課題認識や対策を記載すべきではないのか。

子育て、教育に関して、最近の社会動向が反映さ
れていないのではないか。

本市においても、日本語指導が必要な児童生徒が
増加しており、日本語指導教員等により個別に対
応を図っているところだが、今後ますます日本語
指導が必要な児童生徒が増加することが想定され
ることから、新たに課題として追加し、取組方針
を一部変更する。

124
5-2就学前からの教
育の充実

早瀬委員

外国人観光客の増加、在住外国人の増加の現状を
踏まえて、教育面での英語教育や日本語教育、国
際理解教育、交流の充実などは課題としてないの
か。
(6-1の施策では、外国人観光客や留学生との交流
機会が増加しており、姉妹都市交流や国際理解講
座を通し文化の多様性について市民の理解を深め
るとあるが、教育面での課題や対策としての取組
は必要ないのか)

本市においても、日本語指導が必要な児童生徒が
増加しており、日本語指導教員等により個別に対
応を図っている。また、姉妹都市であるグレンズ
フォールズ市との交流事業や、小学校、中学校に
英語指導助手を派遣することで、英語そのものの
理解のみならず、国際理解を深める教育を行って
いるところだが、今後ますます日本語指導が必要
な児童生徒が増加することが想定されることか
ら、新たに課題として追加し、取組方針を一部変
更する。

125
5-2就学前からの教
育の充実

園田委員

成果指標と目標値について、「幼稚園・保育所
（園）から小学校へ円滑に接続できたと思う小学
校1年生の学級の割合」の数値の出典やその概要は
どういったものか。

佐賀市では、円滑な幼保小接続を図るため、年長
児１２月から小学校１年生５月にかけての幼保小
接続期プログラム「えがおわくわく」を策定・実
践している。当該数値は、毎年プログラム終了後
の６月に、市立小学校の全１年生担任（Ｈ３０は
７６人）へアンケートを実施し、「①とてもス
ムーズに接続できた」「②スムーズに接続でき
た」「③あまりスムーズな接続ではなかった」
「④スムーズな接続とはいえなかった」から①と
②を選んだ割合である。

⇒ 教育総務課

5-1安心して子育て
ができる環境の充実

5-2就学前からの教
育の充実

パブリック
コメント

「子どもの貧困の問題」について、課題認識や対
策を記載すべきではないか。

子育て、教育に関して、最近の社会動向が反映さ
れていないのではないか。120

教育総務課

■背景と課題【課題】
・近年日本語指導が必要な児童生徒が増加し、教
育に対するニーズが多様化していることから、学
校生活や学習を多面的に支援していく必要があり
ます。また、インクルーシブ教育の構築をめざ
し、 学校環境を整えるとともに、 児童生徒一人ひ
とりの困り感に寄り添いながら学校環境を整える
など、合理的配慮を行う必要があります。

■取組方針
5-2-3 いじめ、不登校等対策と特別な配慮を必要
とする児童生徒への  特別支援 きめ細かな教育の
充実
（概要）
 ～ また、日本語指導を必要とする児童生徒や  全
 ての特別な支援を必要とする児童生徒が円滑に学
校生活を送 れることができるよう環境を整えると
ともに、個々のニーズにあった支援ができるよう
に専門機関と連携しながら 校内支援体制の充実及
 び 幼保・小・中と切れ目のない 組織の構築 校内
支援体制の充実を図ります。

■背景と課題【課題】４つ目
～。また、インクルーシブ教育の構築をめざし、
学校環境を整えるとともに、児童生徒一人ひとり
の困り感に寄り添いながら合理的配慮を行う必要
があります。

■取組方針
5-2-3 いじめ、不登校等対策と特別支援教育の充
実
(概要)
 ～ また、全ての特別な支援を必要とする児童生
徒が円滑に学校生活を送れるよう環境を整えると
ともに、個々のニーズにあった支援ができるよう
に専門機関と連携しながら校内支援体制の充実及
び幼保・小・中と切れ目のない組織の構築を図り
ます。

⇒

■背景と課題【課題】
・ 経済情勢の悪化などで家計に深刻な影響が生じ
 ており、就学援助などによる 経済的格差が進展す
る中で、就学援助の認定率は小学校で17％前後、
中学校で20％前後と高い水準で推移しており、子
どもの教育機会 均等の確保が 一層求められていま
す。

■背景と課題【課題】
・ 経済情勢の悪化などで家計に深刻な影響が生じ
 ており、就学援助などによる 経済的格差が進展す
る中で、就学援助の認定率は小学校で17％前後、
中学校で20％前後と高い水準で推移して おり、 い
ます。就学援助制度などの周知を図り、支援を必
要とする子どもの教育機会 均等  の を確保するこ
とが 一層求められています。

⇒ 教育総務課
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126
5-2就学前からの教
育の充実

山口委員

幼稚園、保育園、小学校、中学校の連携がうまく
いっているという話があったが、素案の課題４つ
目には、小学校低学年から学校に馴染めない子供
がいる、中学校一年生で不登校生徒が急増してい
るとある。先生たちの目から見て連携ができてい
るということとと、実際に子供たちの心理的な部
分で馴染みがうまくいっているのかということを
もう一度ご検討いただきたい。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

■背景と課題【課題】４つ目
・小学校低学年から学校になじめない子どもがい
ることや、中学校１年生で不登校生徒が急増する
問題が顕在化しており、いじめの問題などを含め
た取組の強化が必要です。また、～

⇒

■背景と課題【課題】
・ 小学校低学年から学校になじめない子どもがい
 ることや、中学校１年生で不登校生徒が急増する
 問題が顕在化しており、 集団での学校生活に困難
さを感じている児童生徒がいることや、小・中学
校ともに不登校児童生徒が増加傾向にあることか
ら、日頃から児童生徒の様子を注意深く観察し、
いじめの問題などを含めたさまざまな取組 の を強
化 が、 する必要 ですがあります。

教育総務課

127
5-2就学前からの教
育の充実

吉田委員

発達障がいの子どもが多く、受診を申し込んで
も、何ヶ月待ちや予約も受け付けてもらえない時
がある。そうなると母親たちは自分で抱え込んで
しまう。また、佐賀県の発達障害者支援センター
は多久市と鳥栖市にしかなく、鳥栖市のセンター
では久留米市の病院を紹介されることもあるの
で、専門機関と連携しながら校内支援体制の充実
と記載があるが、できれば佐賀市内にも窓口等が
あればよいし、もっと周知してほしい。

昨年度から発達障がい者のトータルライフ支援検
討委員会を立ち上げ議論している。今、課題解決
に向けて、不安を持たれている親の不安解消のこ
と、相談窓口のこと、医療機関の待機のことな
ど、検討を重ねている。総合計画では「3-3共生社
会をめざす障がい者福祉の充実」でも位置づけて
いる。また、今年度に障がい者プランを策定する
予定で策定委員会を開催しているので、具体的な
取組はそのプランの中で位置づけていきたい。

⇒ 障がい福祉課

128
5-2就学前からの教
育の充実

吉田委員
未来を担う子どもたち、未来を作る人を育てると
いう観点から、キャリア教育も取り組んでいただ
きたい。

キャリア教育については、個別の事業になるため
総合計画への記載はないが、既に小・中学校で取
り組んでいる。本市では将来の社会の担い手とな
る子どもたちについて、自らの人生を切り拓いて
いくために求められる資質・能力を育成すること
を目指し教育を進めている。具体的には教育振興
基本計画という個別計画の中に記載している。ま
た、生涯学習も計画に位置づけており、取組とし
ては進めている。

⇒ 教育総務課

129
5-2就学前からの教
育の充実

早瀬委員

成長可能都市ランキングについて、「教育・人材
の充実」76位、「学術面の国際交流」80位とあ
る。この順位からも教育面に対する課題や対策が
必要であると思う。（資料２の素案では、教育面
の記述が少し少ないように感じる）

・総合計画の中で、教育分野は、5-2　就学前から
の教育の充実、5-3　家庭・地域・企業等の教育力
の向上、5-4　自ら学ぶ生涯学習の推進、5-6　未
来につなげる文化の振興の4つの施策にわたってお
り、各分野の取組について記載している。また、
教育分野では、それぞれの施策の関連する計画に
も記載のとおり、個別の計画として「佐賀市教育
振興基本計画」を策定しており、こちらではより
詳しく取組を記載している。
・「学術面の国際交流」に関して、本施策の対象
となる児童生徒について、現在も姉妹都市との交
流や外国語活動、外国語教育の中で、外国語の理
解のみならず国際理解を深める教育に取り組んで
いるが、新学習指導要領では、小学校3、4年生の
外国語活動、5,6年生の教科としての外国語、そし
て中学校での外国語教育を通して「聞くこと」
「読むこと」「話すこと」「書くこと」を総合的
に育むこととされており、このことは、国際社会
の中でグローバルな活躍ができる人材を育成する
ことにもつながると考えており、このような取組
を進めていきたい。

⇒ 教育総務課

130
5-3家庭・地域・企
業等の教育力の向上

園田委員
成果指標と目標値について、「佐賀市が好きと回
答した割合（小学4年生から中学３年生）」の数値
の出典やその概要はどういったものか。

佐賀市教育委員会で、「佐賀市教育振興基本計
画」を策定しており、その進捗状況を確認し、市
民の方々の意見を各事業に反映していくために毎
年調査している「平成３０年度佐賀市教育政策市
民満足度調査」から算出。
対象者については、毎年、小中学校を割り振り、
学年も割り振りして抽出し、学校を通じて調査し
ている。
H30回収率97.5％（対象783/803）
H29回収率97.5％（対象776/796）
H28回収率97.7％（対象759/777）

⇒ 社会教育課

131
5-3家庭・地域・企
業等の教育力の向上

三浦委員

成果目標と成果指標がミスマッチしているのでは
ないか。まなざし運動の認知度は、知っているだ
けでは成果にならないように感じる。また、子供
の佐賀市が好きかどうかは、大人の関わりより
も、友達関係や地域環境などの要因が大きいかと
感じる。例えば、異世代との交流イベントの回数
や参加者数、参加者の満足度、又、子ども・若者
支援事業での相談件数や行政が関与したことで解
決した件数などを指標にされた方が良いのではな
いか。

まなざし運動の認知度は、開始当初に比べて上昇
したものの、未だ30％台で推移している。各地域
で、実際に行われている「祭り」や子どもの「出
番」「役割」を創出するイベントなどの場自体が
「まなざし運動」の一環と認識していただくため
に、のぼり旗やポスターなどのグッズを掲示して
いただき、まずは認知度の向上を目指している。
この運動の成果である、市民が子どもへのまなざ
し運動を意識して子どもと関わるようになった割
合については、佐賀市教育振興基本計画で調査し
ている。
「佐賀市が好き」の指標については、子どもへの
まなざし運動の成果として、子どもが郷土に愛着
と誇りを持つことがあるため、今回追加してい
る。
他の新たな指標の追加については、個別の計画等
で検討していきたい。

⇒ 社会教育課
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132
5-3家庭・地域・企
業等の教育力の向上

三浦委員

子どもたちが自分の役割や責任を自覚しているこ
とが、めざす姿であり目標だと思う。それをはか
る指標として、新たに佐賀市が好きと回答した割
合とあるが、役割や責任を自覚しているかと、佐
賀市が好きということは関連がほぼないのではと
感じる。成果指標は、非常に分かりやすく伝える
必要がある。子供たちが役割や責任を自覚してい
るかをどうかを、新しい指標として何とか作られ
たと思うが、あえて入れ込む必要はないと感じ
た。入れるのであれば、好きかどうかより、子ど
もたちへの教育機会や、教育の回数、その下の指
標にある犯罪率といったものがマッチするのでは
ないか。

佐賀市教育振興基本計画の成果指標としても活用
している、佐賀市教育政策市民満足度調査のアン
ケート項目の『「子どもへのまなざし運動」を意
識して子どもと関わるようになったか』を使用す
る。

■成果指標と目標
佐賀市が好きと回答した割合（小学４年生から中
学３年生）

【策定時　基準値（2013）】88.7％
【現　在　基準値（2018）】89.5％
【将　来　目標値（2024）】92.0％

佐賀市教育政策市民満足度調査の実施結果
（「すごく好きである」「まあまあ好きである」
の割合の合算）

⇒

■成果指標と目標
「子どもへのまなざし運動」を意識して子どもと
関わるようになった市民の割合

【策定時　基準値（2013）】35.4％
【現　在　基準値（2018）】34.4％
【将　来　目標値（2024）】45.0％

佐賀市教育政策市民満足度調査の実施結果
（「関わるようになった」「意識はするように
なった」の割合の合算）

社会教育課

133
5-3家庭・地域・企
業等の教育力の向上

パブリック
コメント

「８０５０問題」や「就職氷河期世代の問題」に
ついて、課題認識や対策を記載すべきではない
か。

子育て、教育に関して、最近の社会動向が反映さ
れていないのではないか。

ニート、ひきこもり、不登校等の困難を有する子
ども・若者やその家族が抱える問題は複雑、多様
化しているため、平成28年10月から子ども・若者
支援室を開設し、福祉や就労等の関係部署や教
育、福祉、医療、就労等の様々な支援機関と連携
を図りながら、相談支援体制の強化に努めてい
る。
　課題や取組方針の記載にあたっては、「８０５
０問題」や「就職氷河期世代の問題」の課題等も
踏まえて記述しており、具体的な取組について
は、個別の計画の中で検討していきたい。

⇒ 社会教育課

134
5-5誰もが楽しめる
市民スポーツの充実

園田委員
成果指標と目標値について、「運動やスポーツが
好きな小中学生の割合」の数値の出典やその概要
はどういったものか。

スポーツ庁が子どもの体力・運動能力を把握・分
析し、その改善を図ることを目的に毎年実施して
いる「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の
基礎資料となる、佐賀市の調査結果を基に基準値
を算出した。
対象は小学5年生と中学2年生で、佐賀市内の全小
中学校（平成30年度の調査は小学校35校児童数
1271名、中学校18校997名）から回答を得ている。

⇒
スポーツ振興
課

135
5-5誰もが楽しめる
市民スポーツの充実

パトリック委員

この施策は成果目標と取組がマッチしていないと
思う。例えば、国内外トップレベルチームの合宿
やキャンプの誘致などとあるが、一時的なやる気
の向上にしか繋がらない。やる気は出たが、その
後に楽しめる場所がない。そこで、いつでも気軽
に使える野外公共運動施設の設置を提案したい。
現在の利用料のある体育館やその手続き事務はス
ポーツを楽しむためのハードルを上げていると思
う。

スポーツの推進については、いろいろなやり方が
ある中で、スポーツ推進委員やスポーツボラン
ティアによる取組も進めており、その１つとして
トップレベルに触れることで子どもたちがスポー
ツに親しむきっかけづくりとして、取組に記載し
ている。ただし、スポーツ施設となれば管理が必
要となり有料となってくる。いろいろな取組を行
うことにより、皆がスポーツに親しむための事業
展開をしていきたい。

⇒
スポーツ振興
課

136
6-1参加と協働によ
るまちづくり

園田委員

6-1-4多文化共生の推進において、在住外国人への
支援は多岐にわたるものではないかと思うが、ど
ういう事業内容を想定されているのか。
また、その事業内容が、実際の在住外国人の方や
その活動団体とともに考えられているのか。

在住外国人への支援は必要だと感じるので、総合
計画の中に明記されることは重要だと思う。支援
内容は多岐にわたるものではないかと思うので、
多文化共生の推進の中だけに含めてしまうことに
違和感がある。

在住外国人が市内で生活をしていくためには、地
域との関わりが重要になると考えており、この施
策の中で、多文化共生の推進を位置づけ、今後見
込まれる増加に対し「在住外国人への支援」を取
組に今回追加したところである。
現在の取組としては、在住外国人が佐賀市で生活
を始める際に直面する問題に、ごみの分別があ
り、在住外国人の協力のもと、多言語のごみ分別
パンフレットを作成した。また、佐賀市総合防災
訓練に市内大学の留学生に参加してもらい消火器
や担架の使い方を日本人と共に体験いただいた。
教育分野では日本語指導担当教員を配置して指導
を行っている。
ご意見のとおり、支援の内容は多岐にわたること
から、今後も在住外国人等の意見を把握し、本施
策を中心に各施策との連携を図りながら、対応を
進めていきたい。

⇒
協働推進課

企画政策課

137
6-1参加と協働によ
るまちづくり

五十嵐委員

在住外国人が市内で生活していくためには、地域
との関わりが重要であるとの記載があるが、例え
ば、まちづくり協議会として、在住外国人につい
て何か実践や検討している事例はあるのか。

例えば、企業がかなり進出され在住外国人の子ど
もが増えてきている地域では、まちづくり協議会
の役員が、在住外国人の方も一緒にまちづくりを
しているのだから地域の取組に出てきてもらう働
きかけしたいという話などが出てきており、長崎
市での事例を情報提供したことがある。

⇒ 協働推進課

18
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138
6-1参加と協働によ
るまちづくり

戸田委員

地域コミュニティ組織（まちづくり協議会）を中
心として進めてこられた参加と協働によるまちづ
くりは先進的かつ特長的な取組だと理解してい
る。その上で、見直し理由として「まちづくり協
議会の設立が最終目標に近づいたことから、次の
段階として協議会活動の支援や連携の推進へ取組
方向を移行する」と挙げられているが、設立数以
外の活動の実質化をとらえるような指標を工夫す
ることはできないか。もしあれば、より積極的な
アピールになるのではと考える。

「活動の実質化をとらえるような指標」について
は、現在設立されているまちづくり協議会におい
ては、地域特性に応じた地域課題の解決に取り組
んでおられる。具体的には、移動支援事業や徘徊
高齢者対策などに取り組まれるまち協があり、目
に見える成果が表れてきているところもある。こ
れらはまち協同士の情報交換や校区独自の課題解
決により、地域主体で取り組まれている成果であ
り、こういった取り組みを他の校区にも広げてい
くような支援を図る必要がある。現状、まちづく
り協議会と行政が対等な立場で意見交換・情報交
換を行うお悩み相談会などを、行政側からも積極
的に行っているところである。今回の見直しで
は、これら支援の尺度となるそれぞれのまち協の
課題解決のための「研修」「交流」「情報交換」
等、行政が実施するイベント数よりも、設立の過
渡期である現時点では、まちづくり協議会の設立
校区数を明確な成果指標として設定している。

⇒ 協働推進課

139
6-1参加と協働によ
るまちづくり

戸田委員

「参加と協働によるまちづくり」の中で、地域コ
ミュニティ組織とも関わりの深い組織である自治
会について言及することはできないか。また佐賀
市では、他の自治体で聞かれるような、人口減少
地区での自治会の維持困難の問題や都市部での加
入率低下の問題などはないのか。こうした問題が
あるとすれば、進めておられる地域コミュニティ
組織の取組とどのように関連しているか。

地域の基礎的なつながりとなる自治会の充実が望
まれることから、取組方針において自治会の活性
化支援を掲げ、運営補助や相談支援に継続的に取
り組んでいる。佐賀市では自治会加入世帯数に大
きな変化はなく、維持困難に至る事例はないが、
総世帯数が増えており、自治会協議会と連携して
加入促進の啓発等にも取り組んでいる。また、各
校区で設立されているまちづくり協議会は、自治
会をはじめとした域内の各種団体、NPO、企業等の
ゆるやかなネットワークを生かし住民主体の継続
的なまちづくりを行う組織である。ここには自治
会に加入していない住民も参加できるような工夫
を住民自らが考え、話し合いのもとに事業を実施
されている地域もある。以上のことから「地域コ
ミュニティ活動の推進」の取り組み方針は、「地
域活動の主体である自治会の活性化を支援する」
という表記としている。

⇒ 協働推進課

140
6-1参加と協働によ
るまちづくり

戸田委員

自治会について、現在の加入率はどのくらいか。
加入世帯数には変化がなく、総世帯数が増えてい
るという記載があるので、分子が変わらず分母が
増えて加入率が下がっていると思うが、数字より
も自治会の加入率について本当に問題はないの
か。

５年前に策定された総合計画の基本理念の中に、
この自治会加入率の高さが書かれている。今回、
成長可能性都市分析でも、それこそが佐賀の強み
だとされている。

平成25年が84.4％、平成30年が81.4％と、率は低
下しているものの、８割を超えてキープしている
状況である。地域の絆という部分を強めていくた
めには、そういう組織に加入することが１つ重要
となるので、運営補助や相談支援などを行ってい
る。自治会と一緒に課題として取り組んでいきた
いと考えている。

⇒ 協働推進課

141
6-1参加と協働によ
るまちづくり

宮原(真)委員

自治会の加入率について、新しく駅周辺のマン
ションや５０戸連たんのように、既存コミュニ
ティと接していないところの加入率や活動実態は
どうなっているのか。そこが加入数が減ってきて
いる原因の一つだと思う。

エリア別の自治会加入率について、勧興校区など
が85％、旧町村部も高い率となっている。一部地
区では７割を下回っているところもある。マン
ションが増えたが、自治会になかなか加入されな
いところがある。そのような中、まちづくり協議
会の取組でも、自治会に未加入の方にも祭りやイ
ベントを案内して、参加してもらう仕掛けをして
楽しんでもらい、自治会にも加入してもらうアプ
ローチをかけているところが多いようである。そ
れぞれ地域によって取組内容等には違いがある
が、出来る限り自治会に加入しやすい取組が必要
と考えている。

⇒ 協働推進課

142
6-1参加と協働によ
るまちづくり

鶴丸委員

6-1-2地域コミュニティ活動の推進について、それ
ぞれの地域の特性を活かした活動がなされている
と思うが、今後、活動の担い手が減少するなどの
不安はないのか。

役員や構成員等の担い手不足は、現状における課
題でもあると認識している。市では、人材発掘に
うまく取り組んでいるまちづくり協議会の情報を
他のまちづくり協議会に提供するとともに、まち
づくり協議会同士の情報交換の場を設けることに
よって、まちづくり協議会同士の交流が促進する
ように促している。今後、活動の担い手が減少し
ないためにも、今回の見直しで「各校区で組織さ
れている「まちづくり協議会」の活動を支援する
とともに、地域と行政のさらなる連携を推進しま
す。」という表現を新たに加えている。

⇒ 協働推進課

143 6-2情報共有の推進 三浦委員
施策内容と項目タイトルがミスマッチしている気
がする。施策内容からすると、「広報・広聴、情
報公開の推進」にした方が良いと思う。

市から市民へのお知らせしたい情報を発信する
「広報」、市民から市への要望や苦情といった情
報を受ける「広聴」、市民が知りたい情報を市か
ら開示する「情報公開」といった「広報・広聴・
情報公開」の取組を進めていくことにより、市と
市民の間で様々な情報を幅広く共有していきたい
と考えているため、現行の記載内容としたい。

 ⇒ 秘書課
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144 6-2情報共有の推進 三浦委員
成果目標（市政に市民の意向が適切に反映されて
いる）の達成状況を計るため、成果指標に「提言
の反映数（率）」を追加すべきではないか。

市政情報の発信や寄せられた意見の件数に留まら
ず、市民の意見を市政へ実際に反映している（又
は、反映しようとしている）姿勢を強く示すこと
が必要かと思う。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

市政への提言については、氏名及び住所又はメー
ルアドレスの記載があり、回答を求められている
ものについて回答を行っている。回答を行わない
ものは、担当部署へ参考送付しているが、秘書課
で事実確認や改善等が必要だと判断したものにつ
いては秘書課に報告を求めている。提言に対して
回答や改善等を行ったものを対応数として成果指
標に追加する。

■成果指標と目標
市政への提言の数（件）
【策定時　基準値（2013）】409件
【現　在　基準値（2018）】460件
【将　来　目標値（2024）】520件

⇒

■成果指標と目標
提言への対応数（件）
【策定時　基準値（2013）】280件
【現　在　基準値（2018）】209件
【将　来　目標値（2024）】364件

秘書課

145 6-3人権尊重の確立 荒木委員 「LGBT」→「LGBTｓ」又は「LGBT等」に変更

最近の傾向として、性は多様であり、セクシャル
マイノリティがLGBTの4種類のみでは表現されない
（例：Q:自身の性別がわからない、決まっていな
い、I：男女両方）と言われており、LGBTs やLGBT
等の表現が正しいと思う。ただ一般的には、LGBT
＝セクシャルマイノリティとして認知している人
が多いので、そちらの方が万人の理解が得られる
とのお考えであれば、LGBTのままでもよい。同様
に資料2の92ページのトランスジェンダーの説明に
ついて、「生まれたときの性にとらわれない生き
方をする人」では、「Q」と混同してしまうので、
「身体的な性別と性自認が一致しない人」の方が
よい。当事者の方が、傷ついたり気にされること
の多くは、私たちが気にならない些細なことだっ
たりする。公的な資料として公表されるものなの
で、最大限配慮をする必要がある。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

■成果指標と目標値
人権・同和問題に関心がある市民の割合 （女性・
子ども・高齢者・障がいのある人・外国人・ＬＧ
ＢＴなどへの偏見や差別・インターネットによる
人権侵害など）

■背景と課題【課題】１つ目
社会情勢の変化に 伴う様々な人権問題に対応する
 ためには 伴い、女性、子ども、障がいのある人、
外国人、ＬＧＢＴ、犯罪被害者などの人権問題に
ついて理解や認識を深めることが求められていま
す。～

【用語説明】
＊ＬＧＢＴ：「レズビアン（女性として女性が好
きな人）、ゲイ（男性として男性が好きな人）、
バイセクシャル（好きになる相手が同性の場合も
異性の場合もある人）、トランスジェンダー（生
まれた時の性にとらわれない生き方をする人）」
の英語名の頭文字からなる言葉で、性的少数者の
人たちの総称としても用いられている。

⇒

■成果指標と目標値
人権・同和問題に関心がある市民の割合 （女性・
子ども・高齢者・障がいのある人・外国人・ＬＧ
ＢＴｓなどへの偏見や差別・インターネットによ
る人権侵害など）
※グラフ中「ＬＧＢＴ」も「ＬＧＢＴｓ」に修正

■背景と課題【課題】１つ目
社会情勢の変化に 伴う様々な人権問題に対応する
 ためには 伴い、女性、子ども、障がいのある人、
外国人、ＬＧＢＴｓ、犯罪被害者などの人権問題
について理解や認識を深めることが求められてい
ます。～

【用語説明】
＊ＬＧＢＴｓ：「レズビアン（女性として女性が
好きな人）、ゲイ（男性として男性が好きな
人）、バイセクシャル（好きになる相手が同性の
場合も異性の場合もある人）、トランスジェン
ダー（身体的な性別と性自認が一致しない人）」
の英語名の頭文字からなる「ＬＧＢＴ」に、その
他の様々な性のあり方を表す「ｓ」を加えたも
の。性的少数者の人たちの総称としても用いられ
ている。

人権・同和政
策・男女参画
課

146
6-4個性と能力を発
揮できる男女共同参
画社会の実現

荒木委員

成果指標と目標値「男だから、女だから」という
理由により、自分の思い通りにならないことが
あった市民の割合（市民意向調査2019年度実施）
は男女別に表さなくてよいか。

ここでは「男尊女卑」の是正について書かれてい
ると思う。18.7％→8.2％は、回答者の性や年齢を
調整しないと改善とは言えない。例えば今回は男
性の方が多く答えたなどはないのか。おそらく男
性より女性の方が「ある」「ときどきある」と答
えた割合が圧倒的に多いと思うので、グラフや数
値は男女別に表したほうが望ましい。

意見を踏まえ、詳細に実態を把握できるよう、グ
ラフは全体と男女別に表す。

⇒
人権・同和政
策・男女参画
課

147
6-4個性と能力を発
揮できる男女共同参
画社会の実現

荒木委員 課題について、佐賀市の現状を記載

他の施策の課題の多くは、「本市では…」で始ま
る、佐賀市の現状が入っているが、6-4では国の現
状のみとなっている。「あらゆる分野における女
性の活躍」が佐賀市ではどうなのか、佐賀市の女
性の審議会等への参画率等で、文章化してはどう
か。

意見を踏まえ、次のとおり素案に追記したい。 ⇒

■背景と課題【課題】２つ目に追加
・佐賀市における審議会等（法令に基づく各種審
議会、委員会等）の委員として、専門的な知識を
有する人を選任する場合には、男性の割合が高く
なる傾向にあるため、積極的に女性を起用するよ
う、継続的に働きかけを行っていく必要がありま
す。

人権・同和政
策・男女参画
課

148
6-4個性と能力を発
揮できる男女共同参
画社会の実現

園田委員
6-4-1男女共同参画の促進について、男性へのワー
ク・ライフ・バランスの働きかけが記載されても
よいのではないか。

【課題】の２点目は、男性の育児休業取得率が増
加していても、家事・育児に要する時間は女性に
比べ大変少ないことが指摘されている。その文中
に書かれているワーク・ライフ・バランスは、男
性について書かれていると読んでいた。しかし、
■取組方針の“概要”では、女性のワーク・ライ
フ・バランスの更なる推進について書かれている
ため、内容にズレを感じる。
【課題】のワーク・ライフ・バランスが女性のこ
とであれば、女性の活躍を推進することの前に、
女性のワーク・ライフ・バランスに対して、様々
な世代の男性側の意識改革が必要ではないかと感
じる。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

■取組方針
6-4-1個性と能力を発揮できる男女共同参画社会の
実現
市民への意識啓発や審議会等への参画率の向上な
ど、社会のあらゆる分野への女性の参画を推進し
ます。企業などに対しては、女性の活躍を推進す
るために、管理職への登用や職域の拡大など、 自
 主的かつ積極的な取組の促進とワーク・ライフ・
 バランスの推進に向けた働きかけを行います。 多
様で柔軟な働き方を可能とするワーク・ライフ・
バランスの更なる推進に向けた働きかけに努めま
す。

⇒

■取組方針
6-4-1個性と能力を発揮できる男女共同参画社会の
実現
市民への意識啓発や審議会等への参画率の向上な
ど、社会のあらゆる分野への女性の参画を推進し
ます。企業などに対しては、女性の活躍を推進す
るために、管理職への登用や職域の拡大 など、に
向けた働きかけを行います。 自主的かつ積極的な
 取組の促進とワーク・ライフ・バランスの推進に
 向けた働きかけを行います。また、男女共に多様
で柔軟な働き方を可能とするため、企業などにお
けるワーク・ライフ・バランスの更なる推進に 向
 けた働きかけ に努めます。

人権・同和政
策・男女参画
課

20



第２次佐賀市総合計画・中間見直し案に対する意見（総合計画審議会等）

番号 項目（施策名など） 委員名 意見 趣旨、理由など 対応 見直し素案（修正前） 見直し素案（修正案）※緑字 担当課

149
6-4個性と能力を発
揮できる男女共同参
画社会の実現

櫃本委員

男女共同参画の促進といいながら、女性の参画の
みに焦点が当てられており、男性の参画について
の言及もあったほうがいいのではないか。
まずは、男女共同参画の指標が女性の審議会等へ
の参加率のみが妥当なのかどうか。他の指標はい
らないのか。

課題の中に、男性の育休や家事・育児の参画も問
題になっている国の調査報告があげられている。
佐賀市としての調査が必要なだけでなく、男女共
に子育てしやすい環境（指標）を作っていくなど
も必要ではないか。具体的かつ目に見える指標が
あればこそ、実効性のあるワーク・ライフ・バラ
ンスの推進ができるのではないか。5-1で「こども
を産み育てる」という文言に意見があったが、ま
さに子育てに関して女性のみに焦点が当たってい
ることからも、分野によっては男性の参画に焦点
を当てる必要がある時代ではないか。

意見を踏まえ、次のとおり素案を修正したい。

①様々な分野への男女共同参画を推進するために
は、政策・方針過程において女性が参画すること
が重要であるため、各種審議会等における女性の
参画率を指標とすることは妥当であると考えてい
る。

②他の指標については、次のとおり素案に追加す
る。また、背景と課題にそれぞれ男性の参画に関
する記述を加える。

■背景と課題【課題】
・ 2012年（平成24年） 2017年（平成29年）の国の
雇用均等基本調査によると、男性の育児休業取得
率は1.89 5.14 ％と 依然として低く、また、2011
 年（平成23年） 年々増加しているものの、2016年
（平成28年） の国の社会生活基本調査では、１日
のうちで家事や育児などに要する時間は、女性215
208 分に対して男性42 44 分と大変低い水準にあ
ります。そのため、制度整備だけでなく、実効性
のあるワーク・ライフ・バランスを推進すること
が必要です。

⇒

■成果指標と目標値
男性の1日の家事関連時間「30分未満、全くしてい
ない」人の割合
【現在　基準値（2018）】55.2％
【将来　目標値（2024）】45.2％

■背景と課題【背景】３つ目に追加
・共働き世帯は年々増え続けており、男性が家
事・育児に積極的に参加することが求められてい
ます。

■背景と課題【課題】
・ 2012年（平成24年） 2017年（平成29年）の国の
雇用均等基本調査によると、男性の育児休業取得
率は1.89 5.14 ％と 依然として低く、また、2011
 年（平成23年） 年々増加しているものの、2016年
（平成28年） の国の社会生活基本調査では、１日
のうちで家事や育児などに要する時間は、女性215
208 分に対して男性42 44 分と大変低い水準にあ
ります。そのため、制度整備だけでなく、男性の
家事参画を推進するための啓発活動や実効性のあ
るワーク・ライフ・バランスを推進することが必
要です。

人権・同和政
策・男女参画
課

150
7-2財政の健全性の
確保

戸田委員

背景の２つ目に歳出増加の要因として、医療・介
護給付費の増加とならび、子ども・子育て支援制
度の充実を新たに追加された意図はどういったも
のか。

両者の規模、持つ意味の違いを考えると少し違和
感を感じる。前者は必要ではあるものの健康寿命
の延伸などを通じて抑制したいものであるのに対
し、後者は政策的に拡大させようとしているもの
であるため。

第2次総合計画期間中の平成27年4月から子ども・
子育て支援制度が開始され、子育て支援の量の拡
充と質の向上が図られたことにより、子どものた
めの教育・保育給付費が大きく伸びている。計画
的、効果的な財政運営に大きく影響するため追記
したものであるが、意見を踏まえ、次のとおり現
行どおりの記載に戻すこととしたい。

■背景と課題【背景】２つ目
老齢人口の増加に伴う 介護給付費や後期高齢者医
 療費の増 医療・介護給付費の増や子ども・子育て
支援制度の充実などにより、歳出の増加は避けら
れない見通しです。

⇒

■背景と課題【背景】２つ目
老齢人口の増加に伴う介護給付費や後期高齢者医
療費の増などにより、歳出の増加は避けられない
見通しです。

財政課

151
7-3職員の資質向上
による業務執行体制
の充実

三浦委員

業務執行体制を充実させていくには、サービスの
提供者である職員のモチベーションやモラールの
向上が重要になると思うので、従業員の満足度を
成果指標に追加したら良いのではないか。

意見を踏まえ、次のとおり素案に成果指標を追加
したい。

⇒

■成果指標と目標値
担当している仕事にやりがいを感じている職員の
割合（％）
【現在　基準値（2018）】72.9％
【将来　目標値（2024）】80.0％

人事課

152
7-3職員の資質向上
による業務執行体制
の充実

新井委員

AIに任せられるクレーム処理、広報等の業務は業
務の見直しが必要である。過去の業務ログのAI・
OCRによるデジタル化、数値化、見える化にて業務
の見直しが必要である。

クレーム処理や広報等の業務に限らず、ＡＩ等の
導入が拡大していくことに伴い、業務は随時見直
しを行っていく必要があると考えており、「7-1効
果的・効率的な行政経営の推進」において、Ａ
Ｉ・ロボティクス等の先端技術の積極的活用を追
加したところであり、今後とも業務効率や市民利
便性の向上を図っていきたい。
合わせて、その技術に対応できる人材の育成も進
めていきたい。

⇒
企画政策課

人事課

153

7-1効果的・効率的
な行政経営の推進

7-3職員の資質向上
による業務執行体制
の充実

パトリック委員

AIの活用も重要だが、その前段として資料の電子
化も大事であるため、市役所で記入する転居届や
印鑑証明書などの資料全てを電子化することを提
案する。本人とのやりとりが必要な場合のみカウ
ンターまで進むことになる。

佐賀市では、ＯＣＲという読取り機器の導入を現
在検討しており、手続き申請をまず紙に書いても
らうのか、最初からタブレットで申請してもらう
のかなども含めて、今後研究を進めさせていきた
い。

⇒
企画政策課

人事課
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